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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　周波数分割多元接続アップリンク（ＦＤＭＡ　ＵＬ）を採用する無線通信方法であって
、
　前記ＦＤＭＡ　ＵＬでのＵＬトラフィックの送信のための電力スケジュールを入手する
ことと、
　前記電力スケジュールにおいて指定される前記ＵＬトラフィックの１つの部分組に割り
当てられたトラフィック優先権により前記ＵＬトラフィックの各々の部分組のための送信
スケジュールを生成することと、
　前記送信スケジュールにより多搬送波ＵＬトラフィックを送信することと、を備える、
周波数分割多元接続アップリンク（ＦＤＭＡ　ＵＬ）を採用する無線通信方法であって、
　単一搬送波アップリンク送信と多搬送波アップリンク送信との間で選択することと、
　前記選択に依存して送信サブスロットに制御情報の組およびデータ情報の組を割り当て
ることと、をさらに備え、
　前記選択は、基地局によって指定された送信優先権に少なくとも部分的に基づく、
　方法。
【請求項２】
　第３世代パートナーシッププロジェクトロングタームエボリューション無線通信システ
ムに実装された請求項１に記載の方法。
【請求項３】
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　前記ＦＤＭＡ　ＵＬで同時並行して前記ＵＬトラフィックの各々の部分組を送信するこ
とをさらに備える請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　同時並行して前記ＵＬトラフィックの各々の部分組を送信することは、共通の時間サブ
フレーム又は時間サブスロットで前記ＵＬトラフィックのデータ部及び前記ＵＬトラフィ
ックの制御部を送信することをさらに備える請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　前記トラフィック優先権により前記ＵＬトラフィックの各々の部分組のための前記送信
スケジュールを生成することは、前記ＵＬトラフィックの制御部に関してより高い重要度
を設定することをさらに備える請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記制御部に関して前記より高い重要度を設定することは、前記電力スケジュールから
目標送信電力を入手することと、前記制御部の送信のために前記目標送信電力を適用する
ことと、をさらに備える請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記目標送信電力と送信電力制約の差から送信電力の残りを計算することと、前記ＵＬ
トラフィックの非制御部に前記送信電力の残りを適用することと、をさらに備える請求項
６に記載の方法。
【請求項８】
　前記ＵＬトラフィックの前記制御部に関して前記より高い重要度を設定することは、前
記ＵＬトラフィックの前記制御部及び第２の部分を別々の単一搬送波送信として送信する
ことをさらに備える請求項５に記載の方法。
【請求項９】
　前記制御部を備える単一搬送波送信は、前記第２の部分を備える単一搬送波送信の前に
送信される請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記ＵＬトラフィックを送信するために前記ＦＤＭＡ　ＵＬの全スペクトル帯域幅を使
用することをさらに備える請求項１に記載の方法。
【請求項１１】
　前記ＵＬトラフィックは、前記ＦＤＭＡ　ＵＬの単一のサブフレームで送信された制御
トラフィックとデータトラフィックとを備える請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　第３世代パートナーシッププロジェクトロングタームエボリューション無線ネットワー
ク（ＬＴＥネットワーク）との無線通信のために構成された装置であって、
　アップリンクでＬＴＥネットワークに無線情報を送信し及びダウンリンクで前記ＬＴＥ
ネットワークから無線情報を受信するための無線トランシーバを採用する通信インタフェ
ースと、
　前記ＬＴＥネットワークとの多搬送波アップリンク送信を容易にすることに関する命令
を格納するためのメモリと、
　前記多搬送波アップリンク送信を実装するモジュールを実行するためのデータプロセッ
サと、を備え、前記モジュールは、
　　前記装置のために単一搬送波アップリンク送信と多搬送波アップリンク送信との間で
選択する調停モジュールと、
　　前記無線トランシーバによるアップリンク送信のための制御情報の組及びデータ情報
の組を特定し、及び、前記調停モジュールによって行われた選択に依存して、１つのサブ
フレームに、又は複数のサブフレームに、制御情報の前記組及びデータ情報の前記組を割
り当てるスケジューリングモジュールと、を備え、
　前記選択は、基地局によって指定された送信優先権に少なくとも部分的に基づく、
　第３世代パートナーシッププロジェクトロングタームエボリューション無線ネットワー
ク（ＬＴＥネットワーク）との無線通信のために構成された装置。



(3) JP 5951484 B2 2016.7.13

10

20

30

40

50

【請求項１３】
　制御情報の前記組及びデータ情報の前記組に各々のアップリンク送信電力を割り当てる
電力モジュールをさらに備える請求項１２に記載の装置。
【請求項１４】
　制御情報の前記組のための制御送信電力を設定する第１の電力制御ループと、データ情
報の前記組のためのデータ送信電力を設定する第２の電力制御ループと、をさらに備える
請求項１３に記載の装置。
【請求項１５】
　前記第１の電力制御ループ及び前記第２の電力制御ループは、電力損失推定のために開
ループコンポーネントを採用し、及び各々のベース送信電力を生成するために各々の閉ル
ープコンポーネントを採用する請求項１４に記載の装置。
【請求項１６】
　前記開ループコンポーネントは、前記無線トランシーバでの受信電力損失を推定し及び
前記装置と前記ＬＴＥネットワークとの間での電力損失を補償するためのアップリンク電
力オフセットを生成し、
　前記電力モジュールは、前記ＬＴＥネットワークから入手された各々のデータ及び制御
電力コマンドからベースデータ送信電力及びベース制御送信電力を復号し、及び
　前記第１の電力制御ループは、前記制御送信電力を導き出すために前記アップリンク電
力オフセットを第１の閉ループコンポーネントによって生成された前記ベース制御送信電
力と結合させ、及び、前記第２の電力制御ループは、前記データ送信電力を導き出すため
に前記アップリンク電力オフセット及び第２の閉ループコンポーネントによって生成され
た前記ベースデータ送信電力を結合させる請求項１５に記載の装置。
【請求項１７】
　前記電力モジュールは、前記ＬＴＥネットワークによって提供された電力制約及び相対
的優先権から前記各々のアップリンク送信電力の各々の値を決定する請求項１３に記載の
装置。
【請求項１８】
　前記電力モジュールは、
　前記相対的優先権に基づいて制御情報の前記組又はデータ情報の前記組を優先送信とし
て設定し、
　前記優先送信のために指定された最小送信電力を特定し、
　前記優先送信に前記最小送信電力を割り当て、及び、非優先送信に前記最小送信電力と
前記電力制約の差を割り当てる請求項１７に記載の装置。
【請求項１９】
　前記スケジューリングモジュールは、制御及びデータトラフィックに割り当てられるア
ップリンクサブフレーム又はサブスロットのスペクトル帯域幅全体に制御情報の前記組及
びデータ情報の前記組を割り当てる請求項１２に記載の装置。
【請求項２０】
　前記調停モジュールは、前記ＬＴＥネットワークからのコマンドに少なくとも部分的に
基づいて単一搬送波と多搬送波との間で選択する請求項１２に記載の装置。
【請求項２１】
　前記調停モジュールは、前記ＬＴＥネットワークによって設定された送信電力制約に少
なくとも部分的に基づいて単一搬送波と多搬送波との間で選択する請求項１２に記載の装
置。
【請求項２２】
　前記調停モジュールは、前記送信電力制約が目標制御送信電力又は最小データ送信電力
を許容しない場合は単一搬送波を選択し、さらに、前記スケジューリングモジュールは、
データ情報の前記組よりも優先される送信優先権を制御情報の前記組に与える請求項２１
に記載の装置。
【請求項２３】
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　周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）アップリンクを採用する無線通信のための装置であっ
て、
　無線ネットワークからアップリンク電力制約を入手するための手段と、
　前記アップリンク電力制約に少なくとも部分的に基づいて単一搬送波アップリンク送信
と多搬送波アップリンク送信との間で選択するための手段と、
　前記装置によるアップリンク送信のために制御情報の組及びデータ情報の組を特定し、
多搬送波の選択に関しては１つのサブフレームに、又は単一搬送波の選択に関しては複数
のサブフレームに、制御情報の前記組及びデータ情報の前記組を割り当てるための手段と
、を備え、
　前記選択は、基地局によって指定された送信優先権に少なくとも部分的に基づく、
　周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）アップリンクを採用する無線通信のための装置。
【請求項２４】
　周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）アップリンクを利用する無線通信のために構成された
少なくとも１つのプロセッサであって、
　ＦＤＭＡネットワークからアップリンク電力制約を入手するモジュールと、
　前記アップリンク電力制約に少なくとも部分的に基づいて単一搬送波アップリンク送信
と多搬送波アップリンク送信との間で選択するモジュールと、
　アップリンク送信のために制御情報の組及びデータ情報の組を特定し、及び、多搬送波
の選択に関しては１つのサブフレームに、又は単一搬送波の選択に関しては複数のサブフ
レームに、制御情報の前記組及びデータ情報の前記組を割り当てるモジュールと、を備え
、
　前記選択は、基地局によって指定された送信優先権に少なくとも部分的に基づく、
　周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）アップリンクを利用する無線通信のために構成された
少なくとも１つのプロセッサ。
【請求項２５】
　コンピュータプログラムであって、
　周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）ネットワークからアップリンク電力制約を入手するこ
とをコンピュータに行わせるための命令と、
　前記アップリンク電力制約に少なくとも部分的に基づいて単一搬送波アップリンク送信
と多搬送波アップリンク送信との間で選択することを前記コンピュータに行わせるための
命令と、
　アップリンク送信のための制御情報の組及びデータ情報の組を特定し、及び、多搬送波
の選択に関しては１つのサブフレームに、又は単一搬送波の選択に関しては複数のサブフ
レームに、制御情報の前記組及びデータ情報の前記組を割り当てることを前記コンピュー
タに行わせるための命令と、を備え、
　前記選択は、基地局によって指定された送信優先権に少なくとも部分的に基づく、
　コンピュータプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　［３５Ｕ．Ｓ．Ｃ§１１９に基づく優先権の主張］
　本特許出願は、“UPLINK CONTROL AND DATA TRANSMISSION IN A MIXED SINGLE AND MUL
TIPLE CARRIER NETWORK”（混合単一及び多搬送波ネットワークにおけるアップリンク制
御及びデータ送信）という題名を有し、これの譲受人に対して譲渡され、ここにおける引
用によってここによって明示で組み入れられている仮特許出願一連番号第６１／２２７，
６８１号（出願日：２００９年７月２２日）に対する優先権を主張するものである。
【背景技術】
【０００２】
　［背景］
　　［I.分野］
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　以下の説明は、概して、無線通信に関するものである。以下の説明は、より具体的には
、ユーザによって配備された、ブロードバンド方式の無線アクセスポイントを使用する無
線ストリームに関するサービス品質関連付けの調停を容易にすることに関するものである
。
【０００３】
　　［II.背景］
　様々なタイプの通信コンテンツ、例えば音声コンテンツ、データコンテンツ、等、を提
供することを目的として無線通信システムが広範囲にわたって配備されている。典型的な
無線通信システムは、利用可能なシステムリソース（例えば、帯域幅、送信電力、等）を
共有することによって複数のユーザとの通信をサポートすることが可能な多元接続システ
ムであることができる。該多元接続システムの例は、符号分割多元接続（ＣＤＭＡ）シス
テムと、時分割多元接続（ＴＤＭＡ）システムと、周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）シス
テムと、直交周波数分割多元接続（ＯＦＤＭＡ）システムと、等を含むことができる。さ
らに、これらのシステムは、例えば、第３世代パートナーシッププロジェクト（３ＧＰＰ
）、３ＧＰＰロングタームエボリューション（long term evolution）（ＬＴＥ）、ウル
トラモバイルブロードバンド（ultra mobile broadband）（ＵＭＢ）、等の仕様、又は多
搬送波無線仕様、例えば、エボリューションデータオプティマイズド（evolution data o
ptimized）（ＥＶ－ＤＯ）、それらの１つ以上の改訂版、等、に準じることができる。
【０００４】
　概して、無線多元接続通信システムは、複数のモバイルデバイスのための通信を同時に
サポートすることができる。各モバイルデバイスは、順方向リンク及び逆方向リンクでの
送信を介して１つ以上の基地局と通信することができる。順方向リンク（又はダウンリン
ク－ＤＬ）は、基地局からモバイルデバイスへの通信リンクを意味し、逆方向リンク（又
はアップリンク－ＵＬ）は、モバイルデバイスから基地局への通信リンクを意味する。さ
らに、モバイルデバイスと基地局との間の通信は、単入力単出力（ＳＩＳＯ）システム、
多入力単出力（ＭＩＳＯ）システム、多入力多出力（ＭＩＭＯ）システム、等を介して確
立することができる。
【０００５】
　ＭＩＭＯ技術をサポートする１つの多元接続システム例は、第３世代パートナーシップ
プロジェクト（３ＧＰＰ）ロングタームエボリューション（ＬＴＥ）無線システム（ＬＴ
Ｅとも呼ばれる）である。ＬＴＥシステムは、セルラー技術の大きな進歩の代表例であり
、グローバル移動体通信システム（ＧＳＭ（登録商標））及びユニバーサル移動体通信シ
ステム（ＵＭＴＳ）のセルラー３Ｇサービスにおける進化である。ＬＴＥは、最大で毎秒
７５メガビット（Ｍｂｐｓ）のアップリンク速度及び最大で毎秒３００Ｍｂｐｓのダウン
リンク速度を提供する。これらの高データレートを用いることで、ＬＴＥは、伝統的な有
線ネットワーキング、例えば、デジタル加入者ライン（ＤＳＬ）又はケーブルモデルシス
テム、と同様の又はより速い速度を提供すること、及び伝統的な有線インターネットサー
ビスの有効な代替物として働くことができる。
【０００６】
　上記に加えて、ＬＴＥは、その他の技術的利益をセルラーネットワークにもたらす。Ｌ
ＴＥは、高容量音声サポートに加えてキャリアの高速データ及びメディア転送の必要性を
満たすように設計されている。帯域幅は、１．４ＭＨｚから２０ＭＨｚまでスケーラブル
である。このスケーラブルな帯域幅は、自己の加入者のために異なる帯域幅割り当てを有
するネットワークオペレータのための柔軟なシステムを提供し、さらに、オペレータが異
なるスペクトルに基づくサービスを提供するのも可能にする。ＬＴＥは、３Ｇネットワー
クに関するスペクトル効率を向上させることも期待され、キャリアが所定の帯域幅におい
てより多くのデータ及び音声サービスを提供するのを可能にする。ＬＴＥは、高速データ
、マルチメディアユニキャスト及びマルチメディアブロードキャストサービスを包含する
。
【０００７】
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　ＬＴＥ物理層（ＰＨＹ）は、エンハンスト基地局（ｅＮｏｄｅＢ）とモバイルユーザ装
置（ＵＥ）との間でデータ情報及び制御情報の両方を搬送する効率的な手段である。ＬＴ
Ｅ　ＰＨＹは、セルラー用途にとって比較的新しい幾つかの先端技術を採用する。例えば
、ＬＴＥ　ＰＨＹは、直交周波数分割多重（ＯＦＤＭ）及びＭＩＭＯデータ送信を採用す
る。ダウンリンクでは、ＬＴＥ　ＰＨＹは、直交ＦＤＭＡ（ＯＦＤＭＡ）、アップリンク
では単一搬送波ＦＤＭＡ（ＳＣ－ＦＤＭＡ）を採用する。ＯＦＤＭＡは、規定された数の
シンボル期間の間に個々の副搬送波に基づいて複数のユーザに又は複数のユーザからデー
タを向けることを可能にする。さらに、ＳＣ－ＦＤＭＡ送信は、低ピーク対平均電力比（
ＰＡＰＲ）を典型的にもたらし、このため、ユーザ装置（ＵＥ）のための効率的な電力増
幅器の利用を容易にする。
【０００８】
　しかしながら、ＬＴＥが以前のシステムの進歩であるのとまったく同じように、無線通
信における現在の発展は、ＬＴＥの現仕様を上回る規格を含む。例えば、ＬＴＥ－Ａｄｖ
ａｎｃｅｄとして表されるＬＴＥの進化は、ＤＬにおいて１ギガビット／秒のデータレー
ト、複数のＬＴＥコンポーネント搬送波を統合する可能性、及び向上されたＵＬ性能を要
求する。無線ネットワーク及びインフラストラクチャの能力が変化するのと同様に、モバ
イル端末もそうである。従って、ＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄシステムのために構成された
より新しい端末は、単一ユーザＭＩＭＯ（ＳＵ－ＭＩＭＯ;single-user MIMO）を通じて
のより高いデータレート、及びその他の特徴に対処する。同時に、これらの特徴に対処し
ないより旧式の端末が同じスペクトル内のより新しい端末と共存することになる。従って
、既存の及び将来の無線ネットワークにとっての１つの設計上の問題は、異なる及び多様
な能力を有するモバイル端末の混合集団(mixed population)に対処することである。従っ
て、既存のネットワークは、将来のネットワークのリリース前であっても、利用可能なモ
バイル端末内に組み入れられる可能性がある該ネットワークのために計画されている少な
くとも幾つかの特徴に対処するために好適化することが可能である。同様に、より新しい
ネットワークは、概して、後方互換可能（backward compatible）であるように設計され
、レガシーモバイル端末(legacy mobile terminals)のための一組の特徴、及び先端モバ
イル端末のための異なる又は追加の特徴を提供する。
【発明の概要】
【０００９】
　［概要］
　以下は、１つ以上の態様についての基本的な理解を提供することを目的として該態様の
簡略化された概要を示すものである。この概要は、すべての企図される態様について広範
囲にわたって概説したものではなく、さらにすべての態様の主要な又は極めて重要な要素
を特定すること及びいずれかの又はすべての態様の適用範囲を詳細に説明することのいず
れでもないことが意図される。それの唯一の目的は、後述されるより詳細な発明を実施す
るための形態の準備段階として主題の開示（subject disclosure）の１つ以上の態様の幾
つかの概念を簡略化された形で提示することである。
【００１０】
　主題の開示は、通常のＬＴＥ動作において（例えば、制御及びデータ情報が単一のサブ
フレーム(single subframe)で送信されるときに）被る帯域幅損失を回避するためにＬＴ
Ｅ物理層チャネル(physical layer channel)を再使用する一方で、ＬＴＥの単一搬送波ア
ップリンク（ＵＬ）送信に関する要求の軽減を可能にするＬＴＥ－Advancedモバイルデバ
イスを提供する。これは、データ送信が与えられたサブフレームで生じるかどうかにかか
わらず共通する一組の物理的無線リソースでの制御情報の送信をさらに可能にする。
【００１１】
　これらの目標を念頭に置いて、主題の開示の態様は、ＬＴＥ無線ネットワークにおいて
動作可能であって、単一搬送波又は多搬送波アップリンク動作のために構成されたモバイ
ル端末を提供する。一例として、モバイル端末は、単一のＬＴＥサブフレームで制御情報
およびデータ情報を送信するように構成することができる。例えば、いずれかの与えられ
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たサブフレームにおいて、モバイル端末は、制御情報を備える物理アップリンク制御チャ
ネル（ＰＵＣＣＨ;physical uplink control channel）メッセージ及びデータ情報を備え
る物理アップリンク共有チャネル（ＰＵＳＣＨ;physical uplink shared channel）メッ
セージの両方をスケジューリング(scheduling)及び送信することができる。少なくとも１
つの態様においては、モバイル端末は、ＰＵＣＣＨメッセージ及びＰＵＳＣＨメッセージ
のために異なる送信電力を選択することができる。従って、１つの特定の例として、モバ
イル端末が送信電力制約（constraint）の下で動作する場合は、ＰＵＣＣＨメッセージに
関する送信電力制約の影響を軽減又は回避しながら電力制約を満たすためにＰＵＳＣＨメ
ッセージのための送信電力を低減させることができる。
【００１２】
　主題の開示の追加の態様は、単一搬送波送信のみが可能なＬＴＥモバイルデバイス及び
非単一搬送波送信（例えば、多搬送波送信）が可能なＬＴＥ－Ａモバイルデバイスの混合
集団のためのアップリンクサービスを容易にする無線ネットワーキングを提供する。主題
の開示の幾つかの態様では、混合集団の各々のデバイスのアップリンク能力又は制約を特
定すること、及び単一搬送波又は多搬送波送信を適宜スケジューリングすることができる
周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）ネットワークが提供される。さらに、ＦＤＭＡネットワ
ークは、多搬送波デバイスのための送信電力スケジュールを提供し、別個の送信のために
異なる送信電力を指定することができる。特定の態様により、ネットワークは、より高位
のネットワーキングプロトコルの電力制約に対処し、別個の送信のうちの１つ以上に優先
権を任意選択で与えることができる。さらに、送信電力スケジュールは、重要な送信のた
めの高い品質又は信頼性を保証するために、送信電力制約及び送信優先権（複数を含む）
を反映させることができる。従って、モバイルデバイスの混合集団のために継ぎ目のない
サービスを提供するためにＬＴＥ及びＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄの特徴の強力な混合に対
処する統合されたＦＤＭＡネットワークが提供される。
【００１３】
　主題の開示のその他の態様においては、多搬送波ＦＤＭＡ送信のために構成されたモバ
イル端末が提供される。モバイル端末は、異なるタイプの同時並行送信のために異なる電
力で送信するように構成される。１つの特定の例として、モバイル端末は、１つの送信電
力で制御情報を、及び第２の送信電力でデータ情報を、送信することができる。少なくと
も一態様においては、選択的単一搬送波又は多搬送波送信のために構成されたモバイル端
末が提供される。このモバイル端末は、サービングネットワーク(serving network)によ
って課せられた様々な制約に対処するために少なくともアップリンク通信のために単一搬
送波動作と多搬送波動作との間で動的に選択することができる。例えば、サービングネッ
トワークが単一搬送波のみをサポートする場合は、モバイル端末は、単一搬送波送信を選
択することができる。同様に、サービングネットワークが多搬送波送信をサポートする場
合は、モバイル端末は、単一搬送波又は多搬送波送信を選択することができる。１つの特
定の態様により、モバイル端末は、サービングネットワークによって課せられた一時的な
制約、例えばアップリンク送信電力、に少なくとも部分的に基づいて単一搬送波と多搬送
波との間で選択することができる。
【００１４】
　一組の態様においては、周波数分割多元接続アップリンクを含む無線通信方法が開示さ
れる。方法は、単一搬送波制約（single-carrier constraint）に基づくモバイルデバイ
スの集団(population)の第１の部分組へのアップリンク（ＵＬ）リソースの割り当てと、
単一搬送波制約を有さないモバイルデバイスの集団の第２の部分組へのＵＬリソースの第
２の割り当てと、を含むモバイルデバイスの集団のためのＵＬ送信スケジュールを生成す
ることを備えることができる。さらに、方法は、モバイルデバイスの集団に対してダウン
リンク（ＤＬ）でＵＬ送信スケジュールを送信することを備えることができる。
【００１５】
　さらにその他の態様においては、周波数分割多元接続アップリンク無線通信（ＦＤＭＡ
　ＵＬ無線通信）のために構成された装置が提供される。装置は、地理上のカバレッジエ
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リア（coverage area）内で無線信号を送信及び受信するための通信インタフェースと、
ＦＤＭＡ　ＵＬ無線通信のための選択的単一搬送波及び多搬送波送信を提供するように設
定された命令を格納するためのメモリと、を備えることができる。さらに、装置は、命令
を実装するモジュールを実行するためのデータプロセッサを備えることができる。より具
体的には、モジュールは、単一搬送波ＵＬ送信に限定されたモバイルデバイスの第１の部
分組及び少なくとも多搬送波ＵＬ送信のために構成されたモバイルデバイスの第２の部分
組を特定する解析モジュール(parsing module)を備えることができる。上記に加えて、モ
ジュールは、モバイルデバイスの第１の部分組及びモバイルデバイスの第２の部分組の単
一搬送波及び多搬送波送信能力にそれぞれ基づいてモバイルデバイスの組のためのＵＬリ
ソースを割り当てるスケジューリングモジュールを備えることもできる。
【００１６】
　主題の開示のさらにその他の態様においては、ＦＤＭＡアップリンクを含む無線通信の
ために構成された装置が提供される。装置は、単一搬送波制約に基づいてモバイルデバイ
スの集団の第１の部分組にアップリンク（ＵＬ）リソースを割り当て、単一搬送波制約を
有さないモバイルデバイスの集団の第２の部分組に追加のＵＬリソースを割り当てるモバ
イルデバイスの集団のためのＵＬ送信スケジュールを生成するための手段を備えることが
できる。さらに、装置は、モバイルデバイスの集団に対してダウンリンクでＵＬ送信スケ
ジュールを送信するための手段を備えることができる。
【００１７】
　１つ以上のその他の態様においては、ＦＤＭＡアップリンクシステムにおける無線通信
のために構成された少なくとも１つのプロセッサが開示される。プロセッサは、モバイル
デバイスの集団のためのアップリンク（ＵＬ）送信スケジュールを生成するモジュールを
備えることができ、プロセッサは、単一搬送波制約に基づいてモバイルデバイスの集団の
第１の部分組にＵＬリソースを割り当て、さらに、プロセッサは、単一搬送波制約を有さ
ないモバイルデバイスの集団の第２の部分組にＵＬリソースを割り当てる。プロセッサは
、モバイルデバイスの集団に対してダウンリンクでＵＬ送信スケジュールを送信するモジ
ュールをさらに備えることができる。
【００１８】
　追加の態様においては、主題の開示は、コンピュータによって読み取り可能な媒体を備
えるコンピュータプログラム製品を提供する。具体的には、コンピュータによって読み取
り可能な媒体は、モバイルデバイスの集団のためのアップリンク（ＵＬ）送信スケジュー
ルを生成することをコンピュータに行わせるための符号(code)を備えることができ、プロ
セッサは、単一搬送波制約に基づいてモバイルデバイスの集団の第１の部分組にＵＬリソ
ースを割り当て、さらに、プロセッサは、単一搬送波制約を有さないモバイルデバイスの
集団の第２の部分組にＵＬリソースを割り当てる。さらに、コンピュータによって読み取
り可能な媒体は、モバイルデバイスの集団に対してダウンリンクでＵＬ送信スケジュール
を送信することをコンピュータに行わせるための符号を備えることもできる。
【００１９】
　上記に加えて、ＦＤＭＡ　ＵＬを採用する無線通信方法が提供される。方法は、ＦＤＭ
Ａ　ＵＬでのＵＬトラフィックの送信のための電力スケジュールを入手することを備える
ことができる。さらに、方法は、電力スケジュールにおいて指定されるＵＬトラフィック
の１つの部分組に割り当てられたトラフィック優先権によりＵＬトラフィックの各々の部
分組のための送信スケジュールを生成することを備えることができる。上記に加えて、方
法は、送信スケジュールにより多搬送波トラフィックを送信することを備えることもでき
る。
【００２０】
　追加の態様により、第３世代パートナーシッププロジェクトロングタームエボリューシ
ョン無線ネットワーク（ＬＴＥネットワーク）との無線通信のために構成された装置が開
示される。装置は、アップリンクでＬＴＥネットワークに無線情報を送信し及びダウンリ
ンクでＬＴＥネットワークから無線情報を受信するための無線トランシーバを採用する通
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信インタフェースを備えることができる。さらに、装置は、ＬＴＥネットワークとの多搬
送波アップリンク送信を容易にすることに関する命令を格納するためのメモリと、多搬送
波アップリンク送信を実装するモジュールを実行するためのデータプロセッサと、を備え
ることができる。これらのモジュールは、装置に関して単一搬送波アップリンク送信と多
搬送波アップリンク送信との間で選択する調停（arbitration）モジュールと、無線トラ
ンシーバによるアップリンク送信のための制御情報の組及びデータ情報の組を特定し、及
び、調停モジュールによって行われた選択に依存して、１つのサブフレームに又は複数の
サブフレームに制御情報の組及びデータ情報の組を割り当てるスケジューリングモジュー
ルと、を備えることができる。
【００２１】
　さらにその他の態様においては、ＦＤＭＡアップリンクを採用する無線通信のための装
置が開示される。装置は、無線ネットワークからアップリンク電力制約を入手するための
手段を備えることができる。さらに、装置は、アップリンク電力制約に少なくとも部分的
に基づいて単一搬送波アップリンク送信と多搬送波アップリンク送信との間で選択するこ
とを備えることができる。さらに、装置は、装置によるアップリンク送信のための制御情
報の組及びデータ情報の組を特定し、多搬送波の選択に関しては１つのサブフレームに、
又は単一搬送波の選択に関しては複数のサブフレームに、制御情報の組及びデータ情報の
組を割り当てることを備えることもできる。
【００２２】
　１つ以上の追加の態様においては、ＦＤＭＡアップリンクを利用する無線通信のために
構成された少なくとも１つのプロセッサが提供される。プロセッサ（複数を含む）は、Ｆ
ＤＭＡネットワークからアップリンク電力制約を入手するモジュールと、アップリンク電
力制約に少なくとも部分的に基づいて単一搬送波アップリンク送信と多搬送波アップリン
ク送信との間で選択するモジュールと、を備えることができる。さらに、プロセッサ（複
数を含む）は、アップリンク送信のための制御情報の組及びデータ情報の組を特定し、及
び、多搬送波の選択に関しては１つのサブフレームに、又は単一搬送波の選択に関しては
複数のサブフレームに、制御情報の組及びデータ情報の組を割り当てるモジュールを備え
ることができる。
【００２３】
　少なくとも１つの態様においては、主題の開示は、コンピュータによって読み取り可能
な媒体を備えるコンピュータプログラム製品を提供する。より具体的には、コンピュータ
によって読み取り可能な媒体は、ＦＤＭＡネットワークからアップリンク電力制約を入手
することをコンピュータに行わせるための符号と、アップリンク電力制約に少なくとも部
分的に基づいて単一搬送波アップリンク送信と多搬送波アップリンク送信との間で選択す
ることをコンピュータに行わせるための符号と、を備えることができる。さらに、コンピ
ュータによって読み取り可能な媒体は、アップリンク送信のための制御情報の組及びデー
タ情報の組を特定すること、及び、多搬送波の選択に関しては１つのサブフレームに、又
は単一搬送波の選択に関しては複数のサブフレームに、制御情報の組及びデータ情報の組
を割り当てることをコンピュータに行わせるための符号を備えることができる。
【００２４】
　上記及び関連する目的の完遂を目的として、１つ以上の態様は、以降において十分に説
明され及び請求項において特に強調される特徴を備える。以下の説明及び添付された図面
は、１つ以上の態様の一定の例示的な特徴を詳述するものである。しかしながら、これら
の特徴は、様々な態様の原理を採用することができる様々な方法のうちのほんのわずかを
示すにすぎず、この説明は、すべての該態様及びそれらの同等物を含むことが意図される
。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】主題の開示の態様により混合された単一及び多搬送波アップリンクを利用する無
線システム例のブロック図を例示した図である。
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【図２】幾つかの態様における選択的単一又は多搬送波アップリンク通信を含む無線通信
例のブロック図を描いた図である。
【図３】単一及び多搬送波モバイルデバイスの混合集団に適する見本無線通信のブロック
図を例示した図である。
【図４】単一及び多搬送波アップリンク通信を提供する基地局を備える無線システム例の
ブロック図を例示した図である。
【図５】選択的単一及び多搬送波アップリンク送信のために構成されたモバイル端末を備
える見本無線システムのブロック図を描いた図である。
【図６】追加の態様による混合単一及び多搬送波無線通信を提供するための方法例のフロ
ーチャートを例示した図である。
【図７】混合単一及び多搬送波環境のためのアップリンクスケジューリング及び電力割り
当てを提供する見本方法のフローチャートを描いた図である。
【図８】周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）アップリンクシステムにおける無線通信のため
の見本方法のフローチャートを例示した図である。
【図９】特定の態様による単一搬送波アップリンク送信と多搬送波アップリンク送信との
間で選択するための方法例のフローチャートを例示した図である。
【図１０】無線通信における単一及び多搬送波デバイスの混合集団にサービスを提供する
見本装置のブロック図を描いた図である。
【図１１】選択的単一及び多搬送波アップリンク送信を組み入れた装置例のブロック図を
例示した図である。
【図１２】主題の開示の様々な態様を実装することができる見本無線通信装置のブロック
図を描いた図である。
【図１３】さらなる態様による無線通信のための見本セルラー環境のブロック図を例示し
た図である。
【図１４】１つ以上の開示された態様に適するセルに基づく無線通信配置例のブロック図
を描いた図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　［詳細な説明］
　次に、図面を参照して様々な態様が説明され、全体にわたって同様の要素を参照するた
めに同様の参照数字が用いられる。以下の説明においては、説明する目的上、１つ以上の
態様についての徹底的な理解を提供するために数多くの具体的な詳細が示される。しかし
ながら、該態様は、これらの具体的な詳細なしに実践可能であることが明確であることが
できる。その他の例においては、よく知られた構造及びデバイスは、１つ以上の態様を説
明するのを容易にするためにブロック図形で示される。
【００２７】
　さらに、本開示の様々な態様が以下において説明される。ここにおける教示は、非常に
様々な形で具現化可能であること及びここにおいて開示されるいずれの特定の構造及び／
又は機能も単なる代表例であるにすぎないことが明らかなはずである。ここにおける教示
に基づき、ここにおいて開示される態様はあらゆるその他の態様と独立して実装可能であ
ること及びこれらの態様のうちの２つ以上を様々な方法で組み合わせることが可能である
ことを当業者は評価すべきである。例えば、装置は、ここにおいて詳述される態様のうち
のあらゆる数を用いて実装することができ及び／又は方法を実践することができる。さら
に、装置は、ここにおいて詳述される態様のうちの１つ以上に加えての又はここにおいて
詳述される態様のうちの１つ以上以外のその他の構造及び／又は機能を用いて実装するこ
と及び／又は方法を実践することができる。一例として、ここにおいて説明される方法、
デバイス、システム及び装置の多くは、無線通信ネットワークにおいて単一及び多搬送波
モバイル端末の混合集団のためのサポートを提供することに関して説明される。当業者は
、同様の技法をその他の通信環境に対して適用可能であることを評価すべきである。
【００２８】
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　無線通信システムは、ローカルインフラストラクチャ配備（local infrastructure dep
loyment）及びローカルインフラストラクチャ（例えば、基地局）を通信可能な形で結合
する中央のネットワークを通じて遠隔に配置された無線ノード間での電子通信を達成させ
る。概して、ローカルインフラストラクチャは、これらのノードと無線情報をやり取りす
るために様々な原理を利用することができる。しかしながら、各事例は、無線ノードの送
信機とローカルインフラストラクチャ又は基地局の受信機との間での、又はその逆の間で
の無線リンクを確立することに依存する。典型的には、別個の無線リンクを使用する各送
信機－受信機対は、無線チャネル、又は信号次元(signal dimension)とも呼ばれる別個の
空間チャネル(distinct wireless link)を形成する。個々の無線リンクは、無線ノード及
びローカルインフラストラクチャによって採用された直交無線リソース（例えば、周波数
サブバンド、時間サブスロット、符号拡散係数、等）の別個の組を利用する。直交無線リ
ソースの組のみで信号を送信又は復号することによって、１つの無線リンク（送信機－受
信機対によって使用されるリソースの組）で送信されたデータは、その他の無線リンク（
その他の送信機－受信機対によって使用されたリソースの組）で送信されたデータと区別
することができる。これは、複数の無線リンクが単一の地理上の地域において同時並行し
て存在するのを可能にするために、多元接続システム、例えば、周波数分割多元接続ネッ
トワーク（ＦＤＭＡネットワーク）、によって採用された１つの特性である。
【００２９】
　無線通信が進化し、新技術が生じるのに従い、無線サービスプロバイダは、可能な場合
は、新しい特徴をサポートするように既存の無線インフラストラクチャを好適化すること
をしばしば試みる。さらに、新たなネットワーク配備は、より旧式の無線技術のために構
成されたレガシー無線端末(legacy wireless terminal)にサービスを提供するために、い
わゆる後方互換可能であるようにすることができる。一例として、第３世代パートナーシ
ッププロジェクト（３ＧＰＰ）ロングタームエボリューション（ＬＴＥ）ネットワーク（
ここではＬＴＥネットワークとも呼ばれる）は、ダウンリンク（ＤＬ）では直交周波数分
割多重（ＯＦＤＭ）技術、アップリンク（ＵＬ）では単一搬送波ＦＤＭＡ（ＳＣ－ＦＤＭ
Ａ）技術を利用する第３世代（３Ｇ）ネットワークである。しかしながら、第４世代（４
Ｇ）によるＬＴＥネットワークの向上の提案は、ＵＬのための全多搬送波ＯＦＤＭを組み
入れている。しかしながら、単一搬送波及び多搬送波ＵＬ技術は、それらが実装される方
法に依存して、互いに排他的である可能性がしばしばある。従って、単一搬送波ＬＴＥと
多搬送波４Ｇネットワークとの間のギャップを埋めるための新たな好適化は有益であろう
。特に、単一搬送波及び多搬送波無線端末の混合集団に対処することができる無線ネット
ワークは、４Ｇ無線端末の近い将来のリリース版に関する１つの潜在的な懸念を払うこと
が可能である。
【００３０】
　上記に加えて、幾つかのネットワークオペレータは、多搬送波端末に対処するために既
存の３Ｇインフラストラクチャを更新しないことを選択することができる。同様に、幾つ
かの４Ｇネットワークは、それらの配備の少なくともある程度の継続期間中には、３Ｇ無
線端末と完全には互換可能でないことが考えられる。従って、単一搬送波ＵＬ送信と多搬
送波ＵＬ送信との間で選択することができるモバイルデバイスは、これらの両方のネット
ワーク間を横断してこの潜在的な問題を解決することができる。従って、主題の開示の特
定の態様は、制御情報（例えば、物理アップリンク制御チャネル［ＰＵＣＣＨ］信号）及
びデータ情報（例えば、物理アップリンク共有チャネル［ＰＵＳＣＨ］信号）の両方を同
時並行して送信するように構成されたモバイル端末を提供する。ＬＴＥ環境において動作
する該モバイル端末は、単一搬送波周波数分割多元接続（ＳＣ－ＦＤＭＡ）制約に違反す
ることになる。従って、主題の開示のその他の態様においては、ＦＤＭＡ環境における多
搬送波アップリンク動作のためにネットワーク解決策が提供される。追加の態様において
は、単一搬送波及び多搬送波ＵＬ無線デバイスの混合集団、及び、多搬送波ＵＬデバイス
として動作可能なモバイル端末、及び単一搬送波ＵＬ送信と多搬送波ＵＬ送信との間で選
択することができるその他のモバイル端末をサポートすることが可能な無線ネットワーク
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が提供される。
【００３１】
　今度は図を参照し、図１は、主題の開示の態様による無線通信配置例１００のブロック
図を例示する。無線通信配置１００は、モバイルデバイス１０６（例えば、携帯電話、ス
マートフォン、モバイル端末、無線端末、等）の混合集団のための無線サービスを提供す
る混合搬送波管理装置１０２を備える。特に、混合搬送波管理装置１０２は、モバイルデ
バイス１０６のための単一搬送波及び多搬送波ＵＬサービスを提供することができる。無
線ネットワークインフラストラクチャ（例えば、ネットワーク基地局に結合された１つ以
上の無線トランシーバ１０４）と結合されたときに、混合搬送波管理装置１０２は、単一
の基地局が単一搬送波ＵＬデバイス及び多搬送波ＵＬデバイスの両方をサポートするのを
可能にすることができる。
【００３２】
　混合搬送波管理装置１０２は、無線トランシーバ１０６によってサービスが提供される
地理上のカバレッジエリア内で無線信号を送信及び受信するための通信インタフェース１
０８を備えることができる。通信インタフェース１０８は、ＤＬでモバイルデバイス１０
６に情報を送信し、ＵＬでモバイルデバイス１０６から情報を受信するための無線トラン
シーバ（複数を含む）１０６を採用することができる。ＤＬは、多搬送波技術、例えばＯ
ＦＤＭ、を備えることができ、又は、単一搬送波技術、例えば、単一搬送波周波数領域等
化（ＳＣ－ＦＤＥ）、ＳＣ－ＦＤＭＡ、又はそれらの組み合わせを備えることができる。
ＵＬは、以下においてさらに詳細に説明されるように、単一搬送波技術と多搬送波技術と
を備える。
【００３３】
　上記に加えて、混合搬送波管理装置１０２は、ＵＬ無線通信のために選択的単一搬送波
及び多搬送波送信を提供するように設定された命令を格納するためのメモリ１１０と、そ
れらの命令を実装するモジュールを実行するためのデータプロセッサ１１２と、を備える
ことができる。特に、データプロセッサ１１２は、異なるＵＬ送信能力を有するモバイル
デバイス１０６の異なる部分組を特定する解析モジュール１１４を実行する。一例として
、解析モジュール１１４は、単一搬送波ＵＬ送信に限定されたモバイルデバイス１０６の
第１の部分組及び少なくとも多搬送波ＵＬ送信のために構成されたモバイルデバイス１０
６の第２の部分組を特定する。第１の部分組は、例えば、ＬＴＥ　Ｒｅｌｅａｓｅ８規格
のために構成されたモバイルデバイスを備えることが可能で、第２の部分組は、ＬＴＥ　
Ｒｅｌｅａｓｅ１０（例えば、ＬＴＥ　ａｄｖａｎｃｅｄ、すなわちＬＴＥ－Ａ）、又は
多搬送波ＵＬを要求する他の適切な将来のＬＴＥリリースであることができる。モバイル
デバイスの異なる部分組、及びそれらの各々のＵＬ送信能力は、メモリ１１０内に解析モ
ジュール１１４によって格納することができる。
【００３４】
　上記に加えて、データプロセッサ１１２は、モバイルデバイスの各々の部分組の単一搬
送波及び多搬送波送信能力に基づいてモバイルデバイスの組のためのＵＬリソースを割り
当てるスケジューリングモジュール１１６を実行することができる。従って、１つの特定
の例として、モバイルデバイスの第１の部分組が単一搬送波デバイスを備える場合は、ス
ケジューリングモジュール１１６は、いずれかの与えられた送信時間スロット（例えば、
サブフレーム、サブスロット、等）において制御情報の組、又はデータ情報の組のいずれ
かのために隣接するリソースブロックを割り当てることができる。さらに、スケジューリ
ングモジュール１１６は、単一の送信時間スロットにおいて１つ以上の異なるリソースブ
ロックで制御情報の組及びデータ情報の組を送信するためにモバイルデバイスの第２の部
分組を割り当てることができる。後者の場合は、データ情報の組及び制御情報の組は、各
々が別々の隣接するリソースブロック内に存在することができるが、スケジューリングモ
ジュール１１６は、この実装には限定されない。むしろ、データ情報の組又は制御情報の
組、又は適切な場合は両方、のために２つ以上の非隣接リソースブロックを使用すること
ができる。
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【００３５】
　上記の１つの可能な実装においては、解析モジュール１１４は、モバイルデバイスの第
１の部分組のＵＬ送信能力及びモバイルデバイスの第２の部分組のＵＬ送信能力を入手す
る。スケジューリングモジュール１１６は、モバイルデバイス１０６の組のためのＵＬリ
ソーススケジュールを生成する。特に、ＵＬリソーススケジュールは、モバイルデバイス
の第１の部分組を単一搬送波ＵＬ送信に制約する各々のＵＬ送信能力に基づいてモバイル
デバイスの第１の組のためのＵＬリソースを指定する。さらに、ＵＬリソーススケジュー
ルは、モバイルデバイスの第２の部分組のための単一搬送波又は多搬送波ＵＬ送信を容易
にするモバイルデバイス第２の組のためのＵＬリソースを指定することができる。この方
法により、混合搬送波管理装置１０２は、モバイルデバイス１０６の各々のデバイスの単
一搬送波又は多搬送波ＵＬ送信動作を制御することができる。
【００３６】
　主題の開示の幾つかの態様においては、混合搬送波管理装置１０２は、リソーススケジ
ューリングに加えてモバイルデバイス１０６の部分組のための送信電力割り当てを提供す
ることができる。さらに、送信電力割り当ては、個々のデバイスごとであることができ、
及び、解析モジュール１１４によって提供される各々のデバイスのＵＬ送信能力を考慮に
入れることが可能であることが評価されるべきである。単一搬送波に関しては、割り当て
は、概して直接的であり、送信時間スロットごとに単一の送信電力である。多搬送波に関
しては、ここにおいてさらに詳細に説明されるように（下記の図３参照）、情報の異なる
組に関して異なる送信電力を指定することができる。さらに、送信電力は、無線ネットワ
ークによって課せられた１つ以上の電力制約（例えば、近隣セルとの干渉を低減させる、
全体的なセル雑音を低減させる、等）を満たすように計算することができる。
【００３７】
　図２は、主題の開示のさらなる態様による無線通信システム例２００のブロック図を例
示する。無線通信システム２００は、無線チャネル２０６を介して単一／多搬送波モバイ
ルデバイス２０２と通信可能な形で結合された基地局２０４を備える。単一／多搬送波モ
バイルデバイス２０２は、単一搬送波ＵＬ送信と多搬送波ＵＬ送信との間で選択するよう
に構成することができる。特に、単一／多搬送波モバイルデバイス２０２は、この選択を
行うように構成された搬送波選択装置２０８を備えることができる。ＵＬ搬送波のタイプ
間での選択は、搬送波選択装置２０８のメモリ２１２にローディングされた１つ以上の条
件に基づくことができる。代替で、又は追加として、ＵＬ搬送波のタイプ間での選択は、
基地局２０４によって送信されたコマンド又は条件に少なくとも部分的に基づくことがで
きる。少なくとも１つの態様においては、条件は、目標送信電力に関する電力制約、又は
ＵＬデータの１つ以上の組の最小送信電力を備えることができる。その他の態様において
は、条件は、以下において説明されるように、トラフィックの１つ以上のタイプ又はスト
リームのために指定された送信優先権２２０を備えることができる。
【００３８】
　搬送波選択装置２０８は、ＵＬで基地局２０４に無線情報を送信し及びＤＬで基地局２
０４から無線情報を受信するために単一／多搬送波モバイルデバイス２０２の無線トラン
シーバ（描かれていないが、以下の図５を参照）を採用する通信インタフェース２１０を
備えることができる。基地局２０４は、様々なタイプの無線ネットワークの一部であるこ
とができることが評価されるべきである。一態様においては、基地局２０４は、単一搬送
波ＵＬ送信をサポートするネットワーク、例えば、ＬＴＥネットワーク、の一部であるこ
とができる。他の態様においては、基地局２０４は、多搬送波ＵＬ送信をサポートするネ
ットワーク、例えば、ＬＴＥ－Ａネットワーク、worldwide interoperability for micro
wave access（マイクロ波アクセスのための世界的相互運用性）（ＷｉＭＡＸ）ネットワ
ーク、等、の一部であることができる。その他の態様においては、基地局２０４は、単一
搬送波ＵＬ送信及び多搬送波ＵＬ送信の両方をサポートするネットワークの一部であるこ
とができる（上記の図１を参照）。
【００３９】
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　上記に加えて、搬送波選択装置２０８は、多搬送波ＵＬ送信を容易にすることに関する
命令を格納するためのメモリ２１２と、多搬送波ＵＬ送信を実装するモジュールを実行す
るためのデータプロセッサ２１４と、を備えることができる。特に、データプロセッサ２
１４は、単一／多搬送波モバイルデバイス２０２のために単一搬送波ＵＬ送信と多搬送波
ＵＬ送信との間で選択する調停モジュール２１６を実行することができる。選択は、一例
として、基地局２０４によってサポートされるＵＬ送信のタイプに基づくことができる。
他の例においては、調停モジュール２１６は、基地局２０４によって設定されたＵＬ送信
電力制約に少なくとも部分的に基づいて単一搬送波と多搬送波との間で選択する。例えば
、目標多搬送波送信電力が電力制約を超える場合は、調停モジュール２１６は、単一搬送
波送信を選択し、単一／多搬送波モバイルデバイス２０２が各単一搬送波送信のための許
容された送信電力までの電力を利用するのを可能にすることができる（以下の図３の追加
例を参照）。さらに他の例として、調停モジュール２１６は、基地局２０４からのコマン
ドに少なくとも部分的に基づいて単一搬送波と多搬送波との間で選択する。
【００４０】
　少なくとも１つの態様においては、選択は、基地局２０４によって指定された送信優先
権２２０に少なくとも部分的に基づくことができる。この送信優先権２２０は、例えば、
その他の送信よりも優先される優先権を受け取る特定のタイプのＵＬ送信を指定すること
ができる。一例として、送信優先権２２０は、データトラフィック（例えば、音声呼、メ
ディアトラフィック、ボイスオーバーインターネットプロトコル（voice over Internet 
Protocol［ＶｏＩＰ］トラフィック、等）が、制御トラフィック（例えば、確認応答［Ａ
ＣＫ］又は否定応答ＡＣＫ［ＮＡＣＫ］、チャネル品質情報［ＣＱＩ］、プリコーディン
グ行列インジケータ（ＰＭＩ）、等、）よりも優先される優先権を受け取ること、又はそ
の逆、を指定することができる。優先トラフィックには、非優先トラフィック又はより低
い優先トラフィック（例えば、電力制約が指定されている場合）よりも高い送信電力を割
り当てることができ、又は、単一搬送波動作、等のためにより早いサブフレームで送信す
ることができる。
【００４１】
　その他の態様においては、データトラフィックの部分組又は制御トラフィック部分組に
送信優先権を与えることができる。データトラフィックの部分組は、トラフィックのタイ
プ、例えば、音声トラフィック、ブラウジングトラフィック、ストリーミングメディアト
ラフィック（例えば、ストリーミングオーディオ、ストリーミングビデオ、等）によって
表すこと（delineate）、品質インジケータ、例えば、サービス品質（ＱｏＳ）トラフィ
ック又は非ＱｏＳトラフィック、によって表すこと、又は異なるトラフィックストリーム
（例えば、音声呼のために１つのストリーム、ストリーミングオーディオアプリケーショ
ンのために第２のストリーム）、等によって表すこと、又はそれらの適切な組み合わせに
よって表すことができる。１つの例示として、ＶｏＩＰ又は回線交換音声トラフィックに
は、ウェブブラウジングトラフィックよりも優先される優先権を与えることができる。制
御トラフィックの部分組は、呼設定又は終了トラフィック、パイロット信号送信、アクセ
ス要求、ＡＣＫ／ＮＡＣＫトラフィック、ＣＱＩトラフィック、ＰＭＩトラフィック、自
動再送要求（ＡＲＱ）トラフィック、ハイブリッドＡＲＱ（ＨＡＲＱ）トラフィック、等
を含むことができる。一例として、制御トラフィックの部分組に関して、送信優先権２２
０は、紛失したＵＬ制御送信（例えば、紛失したＨＡＲＱ送信）に関してはその他のＵＬ
制御送信よりも及びデータ送信よりも優先される優先権を指定することができる。制御又
はデータトラフィックの部分組にとっての優先権は、その他のトラフィックタイプ（例え
ば、制御トラフィック、データトラフィック）又はその他のトラフィック部分組に関して
、上記のように取り扱うことができる。しかしながら、主題の開示は、上例（又は、本開
示の別の場所において提供されるその他の特定の例又は事例）に限定されないことが評価
されるべきである。むしろ、当業における先行経験を通じて又はここにおいて提供される
状況によって当業者によって理解されることになるその他の適切な例は、主題の開示の適
用範囲内であるとみなされる。



(15) JP 5951484 B2 2016.7.13

10

20

30

40

50

【００４２】
　上記に加えて、搬送波選択装置２０８は、モバイルデバイス２０２の無線トランシーバ
によるＵＬ送信のための制御情報の組及びデータ情報の組を特定するスケジューリングモ
ジュール２１８を備えることができる。さらに、スケジューリングモジュール２１８は、
調停モジュール２１４によって行われた単一搬送波又は多搬送波ＵＬの選択に依存して、
１つの送信時間スロットに、又は複数の送信タイムスロットに、制御情報の組及びデータ
情報の組を割り当てる。より具体的には、多搬送波ＵＬ送信に関しては、スケジューリン
グモジュール２１８は、制御及びデータトラフィックに割り当てられるＵＬサブフレーム
又はサブスロットのスペクトル帯域幅全体に制御情報の組及びデータ情報の組を割り当て
るモジュールとして構成することができる。これは、単一搬送波制約に違反することなし
にＳＣ－ＦＤＭＡシステム、例えば、ＬＴＥ　Ｒｅｌｅａｓｅ８、によって達成させるこ
とは概してできない完全なスペクトルの利用を提供する。１つの特定の実装においては、
調停モジュール２１６は、送信電力制約が多搬送波ＵＬ送信のために利用される目標制御
送信電力又は最小データ送信電力(minimum data transmit power)を許容しない場合に単
一搬送波を選択する。この場合は、スケジューリングモジュール２１８は、（例えば、デ
ータトラフィックがベストエフォートＱｏＳトラフィックである場合は）データ情報の組
よりも優先される送信優先権を制御情報の組に与え、又は、（データトラフィックが高め
られた（ｅｌｅｖａｔｅｄ）ＱｏＳのトラフィックである場合は）制御情報の組よりも優
先される送信優先権をデータ情報の組に代替で与えることができる。この実装により、搬
送波選択装置２０８は、多搬送波送信に対する制約がトラフィックの品質又は信頼性に悪
影響を及ぼす可能性がある場合に、信頼できるＱｏＳ、スループット、信頼性、軽減され
たパケット損失、等を提供するために単一搬送波又は多搬送波ＵＬ送信の柔軟な実装を提
供することができる。
【００４３】
　図３は、主題の開示の態様による無線通信環境例３００のブロック図を例示する。無線
通信環境３００は、ＦＤＭＡ無線リンク３０６を介してモバイルデバイス３０２と通信可
能な形で結合された基地局３０４を備える。基地局３０４は、ＦＤＭＡ　ＤＬでモバイル
デバイス３０２に情報を送信し、モバイルデバイス３０２は、ＦＤＭＡ　ＵＬで基地局３
０４に情報を送信する。主題の開示の幾つかの態様においては、モバイルデバイス３０２
は、多搬送波方式でのＦＤＭＡ　ＵＬを採用することができる。その他の態様においては
、モバイルデバイス３０２は、単一搬送波方式でのＦＤＭＡ　ＵＬを採用することができ
る。さらにその他の態様においては、モバイルデバイス３０２は、支配的な無線状態、基
地局３０４によって送信されたコマンド、基地局３０４によって課せられた送信制約、ト
ラフィック優先権、等、又はそれらの適切な組み合わせに基づいて、ＦＤＭＡ　ＵＬでの
単一搬送波送信と多搬送波送信との間で選択することができる。幾つかの場合は、単一搬
送波と多搬送波との間での選択は、個々のサブフレームごとであることができる。これは
、例えば、各サブフレームにおいて決定を行うために適切な処理速度及び電力を利用可能
である場合に生じることが可能である。バッテリ電力が低い場合、又は決定の複雑さが高
い場合は、選択頻度は、全サブフレームではなく幾つかに関して、又は、より長い時間間
隔、例えば、時間フレームごとに、等であることができる。
【００４４】
　基地局３０４は、モバイルデバイス３０２を含むモバイルデバイスの混合集団のために
選択的単一搬送波又は多搬送波ＵＬ送信サービスを提供するように構成された混合搬送波
管理装置３０８を備えることができる。特に、混合搬送波管理装置３０８は、モバイルデ
バイス３０２に関するＵＬ送信能力３２２、及びモバイルデバイスの混合集団のその他の
モバイルデバイスの各々のＵＬ送信能力を入手することができる。各々のＵＬ送信能力に
少なくとも部分的に基づいて、混合搬送波管理装置３０８は、単一搬送波ＵＬ送信に限定
されたモバイルデバイスの第１の部分組、及び少なくとも多搬送波ＵＬ送信のために構成
されたモバイルデバイスの第２の部分組を特定する。モバイルデバイスの後者の部分組は
、多搬送波ＵＬ送信、又は、単一又は多搬送波ＵＬ送信を選択的に使用できるデバイスに
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限定することができる（例えば、上記の図２の単一／多搬送波モバイルデバイス２０２を
参照）。
【００４５】
　単一搬送波及び多搬送波デバイスの部分組が特定された時点で、混合搬送波管理装置３
０２は、単一搬送波及び多搬送波送信能力に基づいてモバイルデバイスの集団のためのＵ
Ｌリソースを割り当てることができる。各々のスケジュールは、モバイルデバイスの混合
集団に１つ以上のＤＬメッセージ３０８Ａでブロードキャストすることができ、又は、モ
バイルデバイスの混合集団の各々のモバイルデバイスに個々のＤＬメッセージ３０８Ａを
ユニキャストすることができる。少なくとも１つの態様においては、割り当てられたＵＬ
リソースをモバイルデバイスの集団に送信するためにブロードキャスト及びユニキャスト
メッセージの適切な組み合わせを使用することができる。
【００４６】
　上記に加えて、基地局３０４は、電力割り当てモジュール３１２をさらに備えることが
できる。一態様においては、電力割り当てモジュール３１２は、（例えば、モバイルデバ
イス３０２が多搬送波ＵＬ送信、又は選択的単一又は多搬送波ＵＬ送信のために構成され
たモバイルデバイスの第２の部分組に属する場合に）モバイルデバイス３０２のＵＬ送信
のためのＵＬ送信電力を指定する。この態様においては、電力割り当てモジュール３１２
は、ＵＬ送信が単一搬送波方式で送信される場合は第１のＵＬ送信電力値、ＵＬ送信が多
搬送波方式で送信される場合は第２のＵＬ送信電力値を指定する。さらに、この第２のＵ
Ｌ送信電力値は、データ送信のために及び制御送信のために別々の送信電力値を備えるこ
ともできる。具体的には、これらの別々の送信電力値は、ＵＬ送信のデータ部に適用され
るデータ送信電力値と、ＵＬ送信の制御部に適用される制御送信電力と、を備えることが
できる。幾つかの場合、例えば、総送信電力制約が制御部及びデータ部の別々の単一搬送
波送信を必要とする場合、又は、送信電力制約が指定されていない場合、は、データ送信
電力値及び制御送信電力値は同じ電力値であることができる。その他の場合は、データ送
信電力値は、制御送信電力値と異なり、データ部及び制御部は（多搬送波ＵＬ送信で）同
時並行して送信される。さらに、電力割り当てモジュール３１２は、モバイルデバイスの
混合集団の各モバイルデバイスに関して別々のＵＬ送信電力値を提供できることが評価さ
れるべきである。さらに、ＵＬ送信電力値は、各々の送信時間スロットごとに、又は送信
時間スロットのグループごとに、又は他の適切な期間で、更新することができる。
【００４７】
　上記に加えて、基地局３０４は、モバイルデバイス３０２によって送信される多搬送波
トラフィックの部分組に関する優先権を設定する優先度モジュール３２０を備えることが
できる。優先権は、例えば、ＤＬメッセージ３０８Ａでモバイルデバイス３０２に送信す
ることができる。上例を継続させると、多搬送波トラフィックのこの部分組は、多搬送波
トラフィックの制御部又はデータ部を備える。しかしながら、適切な場合は、多搬送波ト
ラフィックのその他の部分組は、トラフィックタイプだけでなくＱｏＳ要求にも基づいて
、又はトラフィックの別個のストリームに基づいて表すことができる。この場合は、優先
権は、１つ以上のトラフィックタイプ、ＱｏＳ要求又はトラフィックのストリーム、又は
それらの適切な組み合わせに関して設定することができる。
【００４８】
　優先権は、単一搬送波送信のための送信優先度を示すために利用することができ、又は
、多搬送波送信における送信電力優先度を示すために利用することができる。従って、一
態様においては、優先権は、制御部及びデータ部が多搬送波送信として同時並行される代
わりに別々の単一搬送波ＵＬ送信として送信されるべきであること、及び、（制御部が優
先権を有する場合は）制御部がデータ部の前に送信されるべきであること、又は（データ
部が優先権を有する場合は）データ部が制御部の前に送信されるべきであることを示す。
多搬送波送信に関しては、優先権は、トラフィックの１つ以上のタイプのための最小送信
電力、又は多搬送波トラフィックの制御部とデータ部の送信電力比を備える優先権である
ことが可能である。従って、基地局３０４がモバイルデバイス３０２に対する送信電力制
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約を伝送する場合は、送信電力比は、多搬送波トラフィックの各々の部分組のための制御
送信電力値及びデータ送信電力値を設定するためにモバイルデバイス３０２によって利用
することができる。
【００４９】
　さらに他の態様においては、優先権は、多搬送波トラフィックの１つ以上の部分組のた
めの明示の送信電力コマンドを含むことが可能である。一例として、優先権は、モバイル
デバイス３０２が最大送信電力に制約される場合は多搬送波トラフィックの制御部のため
の最小送信電力を設定し、さらに、優先権は、データトラフィックが最大送信電力と最小
送信電力の差に等しい電力で送信されるべきであることを示す。より具体的な例として、
２３デシベル／メートル（ｄｂ／ｍ）の送信電力制約に関しては、優先トラフィック（例
えば、制御部）のための２１ｄｂ／ｍの最小送信電力は、２３ｄｂ／ｍと２１ｄｂ／ｍの
差に等しい電力でデータ部が送信されるべきであることを示す。代替例として、送信電力
コマンドは、多搬送波トラフィックの１つ以上の部分組に対して増大又は低減を指定する
ことができる。この場合は、モバイルデバイス３０２は、増大又は低減及び送信電力制約
を考慮して、制御部及びデータ部の相対的送信電力を調整する。従って、モバイルデバイ
ス３０２が２３ｄｂの最大電力制約を有する場合は、デフォルトで、制御部は２０ｄｂ／
ｍで送信することができ、データ部は２０ｄｂ／ｍで送信することができる。送信電力コ
マンドが制御部のために１ｄｂ／ｍの増大を指定する場合は、モバイルデバイス３０２は
、２１ｄｂ／ｍで制御部を、及び２３ｄｂ／ｍと２１ｄｂ／ｍの差でデータ部を、送信す
る。
【００５０】
　モバイルデバイス３０２は、上述されるように、多搬送波ＵＬ送信又は選択的単一／多
搬送波ＵＬ送信のために構成されたデバイスであることができる。この能力を容易にする
ために、モバイルデバイス３０２は、無線リンク３０６からＤＬでＤＬメッセージ３０８
Ａを入手するためにモバイルデバイス３０２の無線トランシーバを採用する搬送波選択装
置３１０を備えることができる。搬送波選択装置３１０は、ＤＬメッセージ３０８Ａにお
いて指定された情報に少なくとも部分的に基づいて単一搬送波ＵＬ送信と多搬送波ＵＬ送
信との間で選択することができる。この情報は、ここにおいて説明されるように、一態様
においては、基地局３０４のサポートされたＵＬ送信方式、又は特定の電力又はトラフィ
ック優先条件を備えることができる。選択に基づき、搬送波選択装置３１０は、モバイル
デバイス３０２の無線トランシーバによるＵＬ送信のための制御情報の組及びデータ情報
の組を特定し、単一搬送波ＵＬ送信に関しては１つのサブフレーム（又はその他の適切な
送信時間スロット）に、又は多搬送波ＵＬ送信に関しては複数のサブフレームに、制御情
報の組及びデータ情報の組を割り当てる。
【００５１】
　さらに、モバイルデバイス３０２は、制御情報の組及びデータ情報の組に各々のＵＬ送
信電力を割り当てる電力モジュール３１４を備えることができる。これは、制御情報の組
のための制御送信電力を設定する第１の電力制御ループである電力制御ループ１３１６、
及びデータ情報の組のためのデータ送信電力を設定する第２の電力制御ループである電力
制御ループ２３１８を介して完遂させることができる。少なくとも１つの態様においては
、電力モジュール３１４は、ここにおいて説明されるように又は当業において知られるよ
うに、基地局３０４によって提供された電力制約及び相対的優先権から各々のＵＬ送信電
力の各々の値を決定する。電力制約は、モバイルデバイス３０２の最大電力容量、又は（
例えば、ＵＬ干渉を低減させるために）基地局３０４によって課せられた最大送信電力で
あることができる。１つの特定の例として、電力モジュール３１４は、相対的優先権に基
づいて制御情報の組又はデータ情報の組を優先送信として設定し、優先送信のために指定
された最小送信電力を特定する（例えば、基地局３０４による指定に従う、明示の値とし
て指定されているかどうか、前値の増加又は減少、等）。次に、電力モジュール３１４は
、優先送信に最小送信電力（例えば、２１ｄｂ／ｍ）を割り当て、非優先送信に最小送信
電力と電力制約（例えば、２３ｄｂ／ｍ）の差を割り当てる。
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【００５２】
　図４は、主題の開示の特定の態様による基地局４０２を備えるシステム例４００のブロ
ック図を例示する。幾つかの態様においては、基地局４０２は、単一搬送波又は多搬送波
ＵＬに基づいて無線通信を提供するように構成することができる。ＵＬは、多搬送波ＵＬ
送信、例えば、ＯＦＤＭ、又は単一搬送波及び多搬送波、例えば、ＦＤＭＡ、をサポート
する変調技法を備えることができる。幾つかの態様においては、基地局４０２は、各々の
デバイスのＵＬ送信能力に基づいて、モバイルデバイス４０４の混合集団のために差異の
あるサービスを提供するように構成することができる。従って、基地局４０２は、異なる
ＵＬ能力を有するレガシーモバイルデバイスとより新しいモバイルデバイスとの間のギャ
ップを埋めるのを援助することができる。
【００５３】
　基地局４０２（例えば、アクセスポイント）は、１本以上の受信アンテナ４０６を通じ
てモバイルデバイス４０４から無線信号を入手する受信機４１０と、送信アンテナ４０８
を通じてモバイルデバイス４０４に変調器４２８によって提供された符号化された／変調
された無線信号を送信する送信機４３０と、を備えることができる。ここにおいて説明さ
れるように、受信アンテナ（複数を含む）４０６及び送信アンテナ（複数を含む）４０８
は、受信機４１０及び送信機４２２とともに、モバイルデバイス４０４との無線データの
やり取りを実装するための無線トランシーバの組を備えることができる。
【００５４】
　受信機４１０は、受信アンテナ４０６から情報を入手することができ及びモバイルデバ
イス４０４によって送信されたアップリンクデータを受信する信号受信先（示されていな
い）をさらに備えることができる。さらに、受信機４１０は、受信された情報を復調する
復調器４１２と動作可能な形で関連付けられる。復調されたシンボルは、データプロセッ
サ４１４によって解析される。データプロセッサ４１４は、基地局４０２によって提供又
は実装された機能に関連する情報を格納するメモリ４１６に結合される。
【００５５】
　特に、基地局４０２は、モバイルデバイス４０４の混合集団の各々のモバイルデバイス
のための選択的ＵＬ送信スケジューリングを提供する混合搬送波管理モジュール４１８を
備えることができる。特に、単一搬送波ＵＬ送信に限定されたモバイルデバイス４０４の
第１の部分組及び少なくとも多搬送波ＵＬ送信のために構成されたモバイルデバイス４０
４の第２の部分組を特定する解析モジュール４２０を採用することができる。さらに、モ
バイルデバイスの第１の部分組及びモバイルデバイスの第２の部分組の単一搬送波及び多
搬送波送信能力にそれぞれ基づいてモバイルデバイスの組のためのＵＬリソースを割り当
てるスケジューリングモジュール４２２を採用することができる。追加の態様においては
、混合搬送波管理装置４１８は、モバイルデバイスの第２の部分組のモバイルデバイスの
ＵＬ送信のためのＵＬ送信電力を指定する電力割り当てモジュール４２４をさらに備える
ことができ、ＵＬ送信電力は、単一搬送波送信のための第１のＵＬ送信電力値と、多搬送
波送信のための第２のＵＬ送信電力値と、を備えることができる。少なくとも１つの態様
においては、第２のＵＬ送信電力は、ＵＬ多搬送波送信のデータ部のために適用されるデ
ータ送信電力値と、ＵＬ多搬送波送信の制御部のために適用される制御送信電力値と、を
さらに備えることができる。
【００５６】
　上記に加えて、混合搬送波管理装置４１８は、モバイルデバイスによって送信された多
搬送波トラフィックの部分組のための優先権を設定する優先度モジュール４２６を備える
ことができる。該場合は、電力割り当てモジュール４２４は、優先トラフィック対非優先
トラフィックの関係でＵＬ送信電力を指定し、トラフィックの異なる部分組のために別々
の送信電力を提供することができる。この方法により、混合搬送波管理装置４１８は、単
一搬送波及び多搬送波モバイルデバイス４０４の混合集団のためのＵＬ送信の柔軟な制御
を提供し、各々のタイプの送信のＵＬ送信電力、及び送信優先権を管理することができる
。これは、単一搬送波デバイスのための有効な通信を依然として維持しつつ多搬送波デバ
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イスのための各送信時間スロットでの全スペクトル帯域幅を容易にすることができる。
【００５７】
　図５は、主題の開示の態様による無線通信のために構成されたモバイルデバイス５０２
を備えるシステム例のブロック図を例示する。モバイルデバイス５０２は、無線ネットワ
ーク（例えば、ＬＴＥ無線ネットワーク、ＬＴＥ－Ａ無線ネットワーク、ウルトラワイド
バンド（ＵＷＢ）無線ネットワーク、等）の１つ以上の基地局５０４（例えば、アクセス
ポイント）と無線で結合するように構成することができる。該構成に基づき、モバイルデ
バイス５０２は、順方向リンクチャネルで基地局５０４から無線信号を受信し、逆方向リ
ンクチャネルで無線信号で応答することができる。さらに、モバイルデバイス５０２は、
多搬送波ＵＬ方式で動作するためにメモリ５１４に格納された命令を備えることができる
。特定の態様においては、モバイルデバイス５０２は、様々な条件に基づいて単一搬送波
ＵＬ送信と多搬送波ＵＬ送信との間で選択するためにメモリ５１４に格納された命令を備
えることもできる。該条件は、基地局５０４の能力と、モバイルデバイス５０２の電力制
約と、基地局５０４によって課せられた電力制約と、ＵＬ送信の部分組の優先権と、等を
含むことができる。
【００５８】
　モバイルデバイス５０２は、信号を受信する少なくとも１本のアンテナ５０６（例えば
、入力／出力インタフェースを備える無線送信／受信インタフェース又は該インタフェー
スのグループ）と、受信された信号に対して典型的な動作（例えば、フィルタリング、増
幅、ダウンコンバージョン、等）を行う受信機５０８と、を含む。概して、アンテナ５０
６及び送信機５２６（総称してトランシーバと呼ばれる）は、基地局５０４との無線デー
タのやり取りを容易にするように構成することができる。さらに、アンテナ５０６、受信
機５０８、送信機５２６、復調器５１０及び変調器５２４は、基地局５０４とモバイルデ
バイス５０２との間でのデータのやり取りを実装するための無線トランシーバの組を形成
することができる。
【００５９】
　アンテナ５０６及び受信機５０８は、受信されたシンボルを復調して該信号を評価のた
めにデータプロセッサ５１２に提供することができる復調器５１０と結合させることがで
きる。データプロセッサ５１２は、モバイルデバイス５０２の１つ以上のコンポーネント
（アンテナ５０６、受信機５０８、復調器５１０、メモリ５１４、搬送波選択装置５１６
、変調器５２４、送信機５２６）を制御及び／又は参照可能であることが評価されるべき
である。さらに、データプロセッサ５１２は、モバイルデバイス５０２の機能を実行する
ことに関する情報又は制御を備える１つ以上のモジュール、アプリケーション、エンジン
、等（搬送波選択装置５１６）を実行することができる。例えば、該機能は、ここにおい
て説明されるように、多搬送波ＵＬ動作と、選択的単一搬送波又は多搬送波動作と、共通
のサブフレームでの制御及びデータの送信に関する別個の電力制御と、等を含むことがで
きる。
【００６０】
　さらに、モバイルデバイス５０２のメモリ５１４は、データプロセッサ（複数を含む）
５１２に動作可能な形で結合される。メモリ５１４は、送信される、受信される、等のデ
ータを格納することができ、さらに、基地局５０４との多搬送波ＵＬ送信を容易にするた
めの命令を格納することができる。データプロセッサ５１２及びメモリ５１４は、搬送波
選択装置５１６と通信可能な形で結合させることができる。主題の開示の一態様において
は、搬送波選択装置５１６は、例えば、適切なＬＴＥ無線環境において動作するときに（
例えば、ＬＴＥ　Ｒｅｌ－９規格、ＬＴＥ　Ｒｅｌ－１０規格、又は多搬送波ＵＬ動作の
ために構成された同様の規格）、単一のＵＬサブフレームでのＰＵＣＣＨ及びＰＵＳＣＨ
の送信を可能にするように構成することができる。
【００６１】
　追加の態様により、搬送波選択装置５１６は、単一搬送波方式、多搬送波方式、又は選
択的単一搬送波又は多搬送波方式でモバイルデバイス５０２のためのＵＬ送信を可能にす
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るために採用することができる。特に、単一搬送波アップリンク送信と多搬送波アップリ
ンク送信との間で選択する調停モジュール５１８を採用することができる。単一搬送波Ｕ
Ｌ送信と多搬送波ＵＬ送信との間での選択は、基地局５０４からのコマンドに少なくとも
部分的に基づくこと、基地局５０４によって設定された送信電力制約、又は基地局５０４
によって設定されたトラフィック優先権、又は同様の条件又は制約、又はそれらの適切な
組み合わせに少なくとも部分的に基づくことができる。さらに、調停モジュール５１８の
選択を実装するために、多搬送波送信に関しては単一のＵＬサブフレームに、又は単一搬
送波送信に関しては別個のＵＬサブフレームに、情報の第１の組及び情報の第２の組を割
り当てるスケジューリングモジュール５２０を採用することができる。情報の各々の組は
、単一のＵＬサブフレームで送信された場合に単一搬送波制約を超えることになる無線情
報の適切な別個の組、例えば、制御情報（例えば、ＰＵＣＣＨメッセージ）の組及びデー
タ情報（例えば、ＰＵＳＣＨメッセージ）の組、を備えることができる。１つの特定の例
として、スケジューリングモジュール５２０は、アップリンクサブフレーム又はサブスロ
ットにおいて周波数リソースの第１の組で制御情報の組を送信すること、及び、周波数リ
ソースの第１の組に隣接する周波数リソースの第２の組でデータ情報の組を送信すること
ができる。この例の少なくとも１つの態様においては、ＵＬ制御及びデータ情報は、この
信号サブフレーム／サブスロットのための使用可能なスペクトル帯域幅の損失を回避する
ために周波数スペクトル全体に割り当てることができる。従って、制御及びデータトラフ
ィックに割り当てられるアップリンクサブフレーム又はサブスロットに関して、スケジュ
ーリングモジュール５２０は、アップリンクサブフレーム又はサブスロットのスペクトル
帯域幅全体に制御情報の組及びデータ情報の組を割り当てる。
【００６２】
　上記に加えて、搬送波選択装置５１６は、情報の別個の組に各々のアップリンク送信電
力を割り当てる電力モジュール５２２を備えることができる。これらの各々の送信電力は
、送信機５２６によって生成することができる。特に、第１の電力制御ループ５２８は、
情報の第１の組のための第１の送信電力（例えば、制御情報の組のための制御送信電力）
を設定し、第２の電力制御ループ５３０は、情報の第２の組のための第２の送信電力（例
えば、データ情報の組のためのデータ送信電力）を設定する。第１の送信電力及び第２の
送信電力は、電力モジュール５２２による指定に従い、同じ値を有することができること
、又は、異なる値であることができることに注目すること。各々の値を生成するために、
第１の電力制御ループ５２８及び第２の電力制御ループ５３０は、電力損失推定のために
開ループコンポーネント５３２を採用し、及び、第１の送信電力及び第２の送信電力のた
めの各々のベース（base）送信電力をそれぞれ生成するために、各々の閉ループコンポー
ネントである閉ループコンポーネント１５３４及び閉ループコンポーネント２５３６を採
用する。ここにおいて利用される開ループは、現在の状態及びシステムモデルのみに基づ
いて出力を生成する開ループ制御理論（非フィードバック制御理論とも呼ばれる）を概し
て意味することが理解されるべきである。従って、開ループ電力生成は、電力生成システ
ムのフィードバックを利用せずに入力パラメータ（例えば、無線チャネルにおける電力損
失）のみに基づく電力生成を意味する。対照的に、閉ループは、出力電力を最適化するた
めに、出力電力が入力パラメータ（例えば、目標ベースライン（baseline）電力）と関係
させて電力コントローラにフィードバックされるフィードバックに基づく制御理論を意味
する。従って、閉ループ電力生成は、何らかの外乱、例えば、電力システムを測定、生成
又はフィルタリングするために利用される抵抗器－キャパシタ回路の抵抗又はキャパシタ
ンスの変動の結果生じるコンポーネント雑音、が出力に対して影響を及ぼしている場合で
も入力パラメータに基づいて出力を最適化することができる。
【００６３】
　動作上は、開ループコンポーネント５３２は、基地局５０４によって送信された信号に
関してアンテナ５０６及び受信機５０８における受信電力損失を推定する。この推定値は
、モバイルデバイス５０２及び基地局（複数を含む）５０４を通信可能な形で結合する無
線チャネルにおける電力損失の指示値を提供する。電力損失推定は、この電力損失をオフ
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セットするために逆転させることができる。従って、開ループコンポーネント５３２は、
推定値を利用し、モバイルデバイス３０２と基地局（複数を含む）５０４との間での電力
損失を補償するためのアップリンク電力オフセットを生成する。さらに、電力モジュール
５２２は、送信機５２６によって行われたＵＬ送信のためのベース送信電力（複数を含む
）を復号する。従って、制御情報の組及びデータ情報の組が関わる例において、電力モジ
ュール５２２は、基地局（複数を含む）５０４から入手された各々のデータ及び制御電力
コマンドからベースデータ送信電力及びベース制御送信電力を復号する。各々のベース送
信電力は、（例えば、データプロセッサ５１２及び変調器５２４を介して）送信機５２６
のために提供される。第１の電力制御ループ５２８は、制御送信電力を導き出すためにア
ップリンク電力オフセットを第１の閉ループコンポーネント５３４によって生成されたベ
ース制御送信電力と結合させる。同様に、第２の電力制御ループ５３０は、データ送信電
力を導き出すためにアップリンク電力オフセット及び第２の閉ループコンポーネント５３
６によって生成されたベースデータ送信電力を結合させる。
【００６４】
　上記のシステム又は装置は、幾つかのコンポーネント、モジュール及び／又は通信イン
タフェース間での相互関係に関して説明されている。該システム及びコンポーネント／モ
ジュール／インタフェースは、ここにおいて示されたコンポーネント／モジュール又はサ
ブモジュール、示されたコンポーネント／モジュール又はサブモジュールの一部、及び／
又は追加のモジュールを含むことができる。例えば、システムは、搬送波選択装置５１６
と送信機５２６とを備える単一／多搬送波モバイルデバイス５０２と混合搬送波管理装置
４１８を備える基地局４０２、又はこれらの又はその他のモジュールの異なる組み合わせ
、を含むことが可能である。サブモジュールは、親モジュール内に含められるのではなく
その他のモジュールに通信可能な形で結合されたモジュールとして実装することも可能で
ある。さらに、１つ以上のモジュールを結合して単一のモジュールにして総合的な機能を
提供することが可能であることも注目されるべきである。例えば、調停モジュール２１６
は、単一のコンポーネントを通じて、単一搬送波ＵＬ送信と多搬送波ＵＬ送信との間で選
択してその選択に基づいてＵＬ制御及びデータ送信を割り当てるのを容易にするためにス
ケジューリングモジュール２１８を含むこと、又はその逆であることができる。コンポー
ネントは、ここにおいて具体的に説明されていないが当業者によって知られている１つ以
上のその他のコンポーネントと相互に関係することもできる。
【００６５】
　さらに、評価されることになるように、上記の開示されたシステム及び下記の方法の様
々な部分は、人工知能又は知識又は規則に基づくコンポーネント、サブコンポーネント、
プロセス、手段、方法、又はメカニズム（例えば、サポートベクトルマシン、ニューラル
ネットワーク、エキスパートシステム、ベイジアン信用ネットワーク、ファジーロジック
、データフュージョンエンジン、クラシファィア（classifier）等）を含むこと又はから
成ることができる。該コンポーネントは、とりわけ、及びここにおいて既に説明されるそ
れに加えて、システム及び方法の一部分をより好適化および効率的でインテリジェントに
するために幾つかのメカニズム又はそれらによって行われるプロセスを自動化することが
できる。
【００６６】
　上述される典型的なシステムに鑑みて、開示された主題により実装することができる方
法は、図６乃至９のフローチャートを参照することでより良く評価されるであろう。説明
の簡略化を目的として、方法は、一連のブロックとして示されて説明される一方で、幾つ
かのブロックは、ここにおいて示されて説明される順序と異なる順序で及び／又はその他
のブロックと同時並行して生じることができるため、請求される主題はブロックの順序に
よって限定されないことが理解及び評価されるべきである。さらに、以降において説明さ
れる方法を実装するためにすべての例示されるブロックが要求されるわけではない。さら
に、以後において及びこの明細書全体を通じて開示される方法は、該方法をコンピュータ
にトランスポート及び転送するのを容易にするための製造品に格納可能であることがさら
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に評価されるべきである。用いられる用語製造品は、あらゆるコンピュータによって読み
取り可能なデバイス、キャリアと関係するデバイス、又は記憶媒体からアクセス可能なコ
ンピュータプログラムを包含することが意図される。
【００６７】
　図６は、多搬送波ＵＬ環境（例えば、ＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄ無線ネットワーク）に
おいて無線通信を提供する方法例６００のフローチャートを例示する。６０２において、
方法６００は、無線サブフレームで送信される制御情報のための無線サブフレームのＰＵ
ＣＣＨリソース及び無線サブフレームで送信されるデータ情報のための無線サブフレーム
のＰＵＳＣＨリソースをスケジューリングすることを備えることができる。特に、スケジ
ューリングは、単一搬送波ＵＬ動作に限定されていないモバイルデバイスの集団の第１の
部分組のために提供することができる。例えば、モバイルデバイスの集団のこの第１の部
分組は、多搬送波ＵＬチャネルを採用するＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄ無線システムのため
に構成されたモバイルデバイスを備えることができる。
【００６８】
　６０４において、方法６００は、モバイルデバイスの集団の第２の部分組のために無線
サブフレームで送信される制御情報およびデータ情報の両方に関して無線サブフレームの
ＰＵＳＣＨリソースのみをスケジューリングすることを備えることができる。このスケジ
ューリングは、単一搬送波ＵＬ送信に限定されたモバイルデバイスに対処することができ
る。例えば、モバイルデバイスの集団の第２の部分組は、単一搬送波ＵＬチャネルに基づ
いてＬＴＥ　Ｒｅｌ－８、等のために構成されたデバイスを備えることができる。
【００６９】
　動作上は、モバイルデバイスの集団の第１の部分組のためにＵＬリソースを割り当てる
ことは、データ情報および制御情報の同時並行送信のために別個の隣接するＵＬ周波数リ
ソースを割り当てることを備えることができる。例えば、方法６００は、ＰＵＳＣＨリソ
ース及びＰＵＣＣＨリソースを別個の隣接するＵＬ周波数リソースに割り当てることをさ
らに備えることができる。特に、別個の隣接するＵＬ周波数リソースは、制御又はデータ
送信のために利用可能なＵＬ帯域幅のほとんど又は全体にわたることができる。この割り
当ては、単一搬送波制約に概して違反することになり、モバイルデバイス集団の第２の部
分組にとっては概して適切でない。
【００７０】
　モバイルデバイスの集団の第２の部分組に関しては、ＵＬリソースを割り当てることは
、単一搬送波制約を満たすためにデータ情報又は制御情報の送信のために共通のＵＬ信号
時間フレーム（例えば、サブフレーム、サブスロット、又はその他の適切な送信時間スロ
ット）内でＵＬ周波数リソースの単一の隣接ブロックを割り当てることをさらに備えるこ
とができる。代替として、ＵＬリソースを割り当てることは、単一搬送波制約を満たすた
めにデータ情報及び制御情報の両方の送信のために共通のＵＬ信号時間フレーム内でＵＬ
周波数リソースの単一の隣接ブロックを割り当てることをさらに備えることができる。例
えば、制御情報は、（例えば、ＬＴＥ　Ｒｅｌｅａｓｅ８によって採用されるＳＣ－ＦＤ
ＭＡ　ＵＬと同様の方式で）データトラフィックのために予約されたリソースブロックの
データ情報内に挿入すること、又はその逆であることができる。
【００７１】
　主題の開示の幾つかの態様においては、方法６００は、モバイルデバイスの集団の第１
の部分組の１つ以上のモバイルデバイスのためのＵＬ制御情報の組およびＵＬデータ情報
の組のために別々の送信電力を生成することをさらに備えることができる。例えば、別々
の送信電力は、モバイルデバイスの集団の第１の部分組に関しては、ＰＵＳＣＨリソース
でのデータ情報のための電力設定よりもＰＵＣＣＨリソースでの制御情報のための電力設
定を優先させることに基づくことができる。１つの特定の態様においては、別々の送信電
力は、ＵＬ制御情報の組及びＵＬデータ情報の組の同時並行送信に適用される。これは、
単一のサブフレームでのデータ及び制御送信を異なる各々の電力で送信するのを可能にす
る。他の態様においては、別々の送信電力を生成することは、ＵＬ制御情報の組のための
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ベースライン送信電力（baseline transmit power）及びオフセット送信電力（offset tr
ansmit power）を指定することと、ＵＬデータ情報の組のためのベースライン送信電力及
びオフセット送信電力を指定することと、をさらに備える。代替として、別々の送信電力
を生成することは、モバイルデバイスの集団の第２の部分組のモバイルデバイスのうちの
１つ以上に提供された前のベースライン送信電力の更新を指定することを代わりに備える
ことができる。適切な更新は、前のベースライン送信電力を増大させることと、前のベー
スライン送信電力を低減させることと、前のベースライン送信電力の変更を行わないこと
と、等を含むことができる。さらに他の代替として、ベースライン送信電力は、オフセッ
ト送信電力なしで送信することができる。この代替においては、各々のモバイルデバイス
は、ＤＬでの電力損失の推定値に基づいて適切な送信電力オフセットを計算することがで
きる。
【００７２】
　図７は、主題の開示のさらに他の態様による方法例７００のフローチャートを例示する
。７０２において、方法７００は、ＬＴＥ基地局によってサービスが提供されるモバイル
デバイスの単一搬送波及び多搬送波能力を入手することを備えることができる。７０４に
おいて、方法７００は、モバイルデバイスのうちの１つ以上に関して、該モバイルデバイ
スの各々の単一搬送波又は多搬送波能力に少なくとも部分的に基づいて、単一搬送波スケ
ジューリングと多搬送波スケジューリングとを備えるＵＬ送信スケジュールを生成するこ
とを備えることができる。さらに、７０６において、方法７００は、ＵＬ送信電力制約が
少なくとも１つのモバイルデバイスに対して課せられているかどうかに関する決定を行う
ことができる。ＵＬ送信電力制約を特定することは、標準化された電力制約のＬＴＥ基地
局のために採用されたＵＬ無線プロトコルを参照することと、モバイルデバイスから最大
送信電力能力を受信することと、前の送信電力を最大送信電力と比較することと、例えば
、干渉軽減又は除去ルーチンのためにより高いレベルの電力制約を入手することと、等を
備えることができる。電力制約が存在する場合は、方法７００は、７１４に進む。そうで
ない場合は、方法７００は、７０８に進む。
【００７３】
　７０８において、方法７００は、少なくとも１つのモバイルデバイスが関わるトラフィ
ックのために送信優先権が設定されているかどうかに関する他の決定を行うことができる
。送信優先権が設定されていない場合は、方法７００は、７１２に進むことができ、その
他の場合は、方法７００は、７１０に進む。７１０において、方法７００は、既存の電力
制約（複数を含む）又は送信優先権に基づいて、少なくとも１つのモバイルデバイスのＵ
Ｌ送信のためのベースライン制御及びデータ送信電力を決定する。一態様においては、送
信優先権を適用することは、モバイルデバイスの集団の第２の部分組に関するＵＬ送信電
力制約を満たすために制御送信に対して送信電力優先権（例えば、目標送信電力と電力制
約との間に不一致が存在する場合はより高い送信電力）を与えることをさらに備える。し
かしながら、代替として、方法７００は、該モバイルデバイスに関するＵＬ送信電力制約
を満たすためにデータ送信に対して送信電力優先権を与えることを代わりに備えることが
できる。後者の態様は、高められたＱｏＳのトラフィック、例えばＶｏＩＰトラフィック
、等、にとって望ましいであろう。
【００７４】
　７１２において、方法７００は、電力制約を有するが特定された送信優先権を有さない
モバイルデバイスのためのＵＬ制御及びデータ送信電力を決定する。各々の制御及びデー
タ送信電力は、例えば特定の周波数サブバンドでの電力損失、又はその他の適切な条件（
例えば、相対的ＱｏＳ）に依存して、電力制約によって許される場合は、等しい値に、又
は異なる値に設定することができる。７１４において、方法７００は、電力制約を有さず
及び送信優先権を有さないモバイルデバイスのための制御及びデータ送信のために等しい
電力を設定することができる。送信ベースライン制御及びデータ送信電力が決定された時
点で、方法７００は、７１６に進むことができ、そこにおいて、ＵＬ送信スケジュール及
びデータ及び制御電力コマンドがモバイルデバイスの集団の各々のモバイルデバイスに送



(24) JP 5951484 B2 2016.7.13

10

20

30

40

50

信される。方法７００は、無線通信のために各サブフレーム、各信号フレーム、又はその
他の適切な期間に関して実装できることが評価されるべきである。
【００７５】
　図８は、無線通信において多搬送波ＵＬ動作を提供するための見本方法８００のフロー
チャートを描く。主題の開示の少なくとも１つの態様においては、方法８００は、第３世
代パートナーシッププロジェクトロングタームエボリューション無線通信システム、又は
関連システム（例えば、ＬＴＥ－Ａ）において実装することができる。８０２において、
方法８００は、ＦＤＭＡ　ＵＬでのＵＬトラフィックの送信のための電力スケジュールを
入手するための通信インタフェースを採用することを備えることができる。８０４におい
て、方法８００は、電力スケジュールにおいて指定されるＵＬトラフィックの１つの部分
組に割り当てられたトラフィック優先権によりＵＬトラフィックの各々の部分組のための
送信スケジュールを生成するためのデータプロセッサを採用することを備えることができ
る。８０６において、方法８００は、送信スケジュールにより多搬送波ＵＬトラフィック
を送信するために通信インタフェースを使用することを備えることができる。例えば、こ
れは、単一搬送波制約に違反する形で、ＦＤＭＡ　ＵＬで同時並行してＵＬトラフィック
の各々の部分組を送信することを備えることができる。一態様においては、これは、共通
の時間サブフレーム又は時間サブスロットでＵＬトラフィックのデータ部及びＵＬトラフ
ィック制御部を送信することを備えることができる。さらに、この送信することは、時間
サブフレーム又は時間サブスロット中にＦＤＭＡ　ＵＬの全スペクトル帯域幅を使用して
向上されたＵＬ効率に結び付けることをさらに備えることができる。従って、一例におい
ては、制御トラフィック及びデータトラフィックは、単一のサブフレームで及び制御又は
データトラフィックに割り当てられているＦＤＭＡ　ＵＬの全帯域幅にわたって送信され
て、多搬送波送信を達成させる。
【００７６】
　主題の開示のその他の態様においては、送信スケジュールを生成することは、ＵＬトラ
フィックの１つ以上の部分に関して（例えば、ＵＬトラフィックの制御部に関して）より
高い重要度を設定することを含むことができる。これは、電力スケジュールから目標送信
電力を入手し、目標送信電力を制御部の送信のために適用することによって完遂させるこ
とができる。データ部に関しては、方法８００は、目標送信電力と送信電力制約の差から
送信電力の残りを計算することと、ＵＬトラフィックの非制御部、例えば、データ部、に
その送信電力の残りを適用することと、を備えることができる。
【００７７】
　少なくとも１つの態様においては、方法８００は、制約、例えば、電力制約、又はＱｏ
Ｓ制約、等に基づいて多搬送波送信と単一搬送波送信との間で選択することを備えること
ができる。一例として、ＵＬトラフィックの制御部に関してより高い重要度を設定するこ
とは、多搬送波送信が制約を満たしていない場合に、ＵＬトラフィックの制御部及び第２
の部分を別々の単一搬送波送信として送信することをさらに備えることができる。該場合
においては、制御部がより高い重要度のトラフィックとして設定されている場合は、制御
部を備える単一搬送波送信は、第２の部分を備える単一搬送波送信よりも前に送信される
。
【００７８】
　図９は、無線通信において選択的単一搬送波及び多搬送波ＵＬ動作を提供するための方
法例９００のフローチャートを描く。９０２において、方法９００は、ＵＬトラフィック
送信のための電力スケジュールを入手することを備えることができる。電力スケジュール
は、ＵＬトラフィック送信の異なる部分組のための各々の送信電力を割り当てるか又は更
新するスケジュールであることができる。さらに、電力スケジュールは、ＵＬトラフィッ
ク送信の異なる部分組に特定のＵＬリソースを割り当てるスケジュールであることができ
る。さらに、ＵＬトラフィックの部分組は、トラフィックタイプ、例えば、制御トラフィ
ック又はデータトラフィック、ＱｏＳレベル、例えば、高められたＱｏＳ又はベストエフ
ォートＱｏＳ、特定の音声又はデータ通信と関連付けられたトラフィックのストリーム、
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等、又はそれらの適切な組み合わせ、によって区別することができる。
【００７９】
　９０４において、方法９００は、電力スケジュールからトラフィック優先権を特定する
ことを備えることができる。トラフィック優先権は、無線通信に適用される無線プロトコ
ルによる指定に従い、送信優先度が先行する単一搬送波送信、より高い電力優先権、又は
より高いＱｏＳ優先権を要求する場合に、ＵＬトラフィックの１つ以上の部分組に関する
送信優先度を示すことができる。
【００８０】
　９０６において、方法９００は、ＵＬトラフィックの１つ以上の部分組に関して電力制
約が存在するかどうかを決定することを備えることができる。いいえである場合は、方法
９００は、９１４に進むことができ、そこにおいて、ＵＬトラフィックは、電力スケジュ
ールで指定された送信電力を利用して多搬送波方式で送信される。その他の場合は、方法
９００は、９１０に進む。
【００８１】
　９１０において、方法９００は、電力制約が多搬送波送信を許容するかどうかを決定す
ることを備えることができる。そうである場合は、方法９００は、９１４に進んで多搬送
波方式でＵＬトラフィックを送信することができる。そうでない場合は、方法９００は、
９１２に進み、電力制約を順守するために後続する単一搬送波送信でＵＬトラフィックの
１つ以上の部分組をスケジューリングする。さらに、後続する単一搬送波送信の順序は、
トラフィック優先権、存在する場合、によって決定される。方法９００は、多搬送波送信
又は後続する単一搬送波送信としてのいずれであるかにかかわらず、ＵＬトラフィックを
送信後に終了することができる。
【００８２】
　図１０及び１１は、主題の開示の態様による無線通信のための改良された確認応答及び
再送信プロトコルを実装するための各々の装置例１０００、１１００を例示する。例えば
、装置１０００、１１００は、無線通信ネットワーク内及び／又は無線受信機、例えば、
ノード、基地局、アクセスポイント、ユーザ端末、モバイルインタフェースカードと結合
されたパソコン、等、内に少なくとも部分的に常駐することができる。装置１０００、１
１００は、プロセッサ、ソフトウェア、又はそれらの組み合わせ（例えば、ファームウェ
ア）によって実装される機能を表す機能ブロックであることができる機能ブロックを含む
ものとして表されることが評価されるべきである。
【００８３】
　装置１０００は、単一搬送波及び多搬送波モバイル通信デバイスの混合集団の単一搬送
波及び多搬送波ＵＬ送信の管理を含む装置１０００の機能を実行するように構成されたモ
ジュール又は命令を格納するためのメモリ１００２を備える。さらに、装置１０００は、
モバイルデバイスの集団のためのＵＬ送信スケジュールを生成するためのプロセッサを採
用するためのモジュール１００４を備えることができる。特に、プロセッサ１００８は、
単一搬送波制約に基づいてモバイルデバイスの集団の第１の部分組にＵＬリソースを割り
当て、及び、単一搬送波制約を有さないモバイルデバイスの集団の第２の部分組にＵＬリ
ソースを割り当てる。上記に加えて、装置１０００は、モバイルデバイスの集団に対して
ＤＬでＵＬ送信スケジュールを送信するための無線トランシーバを採用するためのモジュ
ール１００６を備えることができる。ＵＬ送信スケジュールを受信した時点で、各々のモ
バイルデバイスは、ＵＬ送信スケジュールにおいて指定された各々のＵＬ送信を実行する
ことができる。
【００８４】
　装置１１００は、無線通信における単一搬送波又は多搬送波ＵＬ動作を選択することを
含む装置１１００の機能を実行するように構成されたモジュール又は設定された命令を格
納するためのメモリ１１０２を備える。装置１１００は、無線ネットワークからＵＬ電力
制約を入手するための無線トランシーバを採用するためのモジュール１１０４を備えるこ
とができる。例えば、ＵＬ電力制約は、無線ネットワークで開始されて装置１１００と無
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線ネットワークを結合する無線チャネルを通じて受信されたＤＬ送信から入手することが
できる。さらに、装置１１００は、ＵＬ電力制約に少なくとも部分的に基づいて単一搬送
波ＵＬ送信と多搬送波ＵＬ送信との間で選択するためのデータプロセッサ１１１０を採用
するためのモジュール１１０６を備えることができる。さらに、装置１１００は、装置に
よるＵＬ送信のための制御情報の組及びデータ情報の組を特定し及び多搬送波の選択に関
しては１つのサブフレームに又は単一搬送波の選択に関しては複数のサブフレームに制御
情報の組及びデータ情報の組を割り当てるためにデータプロセッサ１１１０を使用するた
めのモジュール１１０８を備えることができる。
【００８５】
　図１２は、ここにおいて開示される幾つかの態様による無線通信を容易にすることがで
きるシステム例１２００のブロック図を描く。ＤＬでは、アクセスポイント１２０５にお
いて、送信（ＴＸ）データプロセッサ１２１０は、トラフィックデータを受信、フォーマ
ット化、符号化、インターリービング、及び変調（又はシンボルマッピング）し、変調シ
ンボル（“データシンボル”）を提供する。シンボル変調器１２１５は、データシンボル
及びパイロットシンボルを受信して処理し、シンボルのストリームを提供する。シンボル
変調器１２１５は、データ及びパイロットシンボルを多重化し、それらを送信機ユニット
（ＴＭＴＲ）１２２０に提供する。各送信シンボルは、データシンボル、パイロットシン
ボル、又はゼロの信号値であることができる。パイロットシンボルは、各シンボル期間に
連続して送信することができる。パイロットシンボルは、周波数分割多重化（ＦＤＭ）、
直交周波数分割多重化（ＯＦＤＭ）、時分割多重化（ＴＤＭ）、符号分割多重化（ＣＤＭ
）すること、又は、それらの又は同様の変調及び／又は送信技法の適切な組み合わせであ
ることができる。
【００８６】
　ＴＭＴＲ１２２０は、シンボルのストリームを受信して１つ以上のアナログ信号に変換
し、アナログ信号をさらにコンディショニング（例えば、増幅、フィルタリング、及び周
波数アップコンバージョン）して無線チャネルでの送信に適するＤＬ信号を生成する。次
に、ＤＬ信号は、アンテナ１２２５を通じて端末に送信される。端末１２３０において、
アンテナ１２３５は、ＤＬ信号を受信して受信された信号を受信機ユニット（ＲＣＶＲ）
１２４０に提供する。受信機ユニット１２４０は、受信された信号をコンディショニング
（例えば、フィルタリング、増幅、及び周波数ダウンコンバージョン）し、コンディショ
ニングされた信号をデジタル化してサンプルを得る。シンボル復調器１２４５は、受信さ
れたパイロットシンボルを復調してチャネル推定のためにプロセッサ１２５０に提供する
。シンボル復調器１２４５は、プロセッサ１２５０からＤＬのための周波数応答推定値を
さらに受信し、受信されたデータシンボルに関してデータ復調を行って（送信されたデー
タシンボルの推定値である）データシンボル推定値を得て、データシンボル推定値をＲＸ
データプロセッサ１２５５に提供し、それは、データシンボル推定値を復調（すなわち、
シンボルデマッピング）、デインターリービング、及び復号して送信されたトラフィック
データを復元する。シンボル復調器１２４５及びＲＸデータプロセッサ１２５５による処
理は、アクセスポイント１２０５でのシンボル変調器１２１５及びＴＸデータプロセッサ
１２１０による処理をそれぞれ補完するものである。
【００８７】
　ＵＬにおいては、ＴＸデータプロセッサ１２６０は、トラフィックデータを処理し及び
データシンボルを提供する。シンボル変調器１２６５は、データシンボルを受信してパイ
ロットシンボルと多重化し、変調を行い、シンボルのストリームを提供する。次に、送信
機ユニット１２７０は、シンボルのストリームを受信及び処理してＵＬ信号を生成し、そ
れは、アンテナ１２３５によってアクセスポイント１２０５に送信される。具体的には、
ＵＬ信号は、ＳＣ－ＦＤＭＡ要求によることができ、ここにおいて説明されるように周波
数ホッピングメカニズムを含むことができる。
【００８８】
　アクセスポイント１２０５において、端末１２３０からのＵＬ信号がアンテナ１２２５
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によって受信され、受信機ユニット１２７５によって処理されてサンプルが得られる。次
に、シンボル復調器１２８０は、ＵＬのためにサンプルを処理して受信されたパイロット
シンボル及びデータシンボル推定値を提供する。ＲＸデータプロセッサ１２８５は、デー
タシンボル推定値を処理して端末１２３０によって送信されたトラフィックデータを復元
する。プロセッサ１２９０は、ＵＬで送信する各々のアクティブな端末に関するチャネル
推定を行う。複数の端末がパイロットサブバンドの各々の割り当てられた組においてＵＬ
で同時並行してパイロットを送信することができ、パイロットサブハンドの組は、インタ
ーレースすることができる。
【００８９】
　プロセッサ１２９０及び１２５０は、アクセスポイント１２０５及び端末１２３０にお
ける動作をそれぞれ指示（例えば、制御、調整、管理、等）する。各々のプロセッサ１２
９０及び１２５０は、プログラムコード及びデータを格納するメモリユニット（示されて
いない）と関連付けることができる。プロセッサ１２９０及び１２５０は、ＵＬ及びＤＬ
のための周波数及び時間に基づくインパルス応答推定値をそれぞれ導き出すための計算を
行うこともできる。
【００９０】
　多元接続システム（例えば、ＳＣ－ＦＤＭＡ、ＦＤＭＡ、ＯＦＤＭＡ、ＣＤＭＡ、ＴＤ
ＭＡ、等）に関しては、複数の端末がＵＬで同時並行して送信することができる。該シス
テムに関しては、パイロットサブバンドを異なる端末間で共有することができる。チャネ
ル推定技法は、各端末のためのパイロットサブバンドが動作帯域全体（可能な場合は帯域
の縁を除く）にわたる場合に用いることができる。該パイロットサブバンド構造は、各端
末のための周波数ダイバーシティを得るのに望ましいであろう。
【００９１】
　ここにおいて説明される技法は、様々な手段によって実装することができる。例えば、
これらの技法は、ハードウェア、ソフトウェア、又はそれらの組み合わせにおいて実装す
ることができる。ハードウェア実装の場合は、それは、デジタル、アナログ、又はデジタ
ルとアナログの両方であることができ、チャネル推定のために用いられる処理ユニットは
、ここにおいて説明される機能を果たすように設計された１つ以上の特定用途向け集積回
路（ＡＳＩＣ）、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、デジタル信号処理デバイス（ＤＳ
ＰＤ）、プログラマブル論理デバイス（ＰＬＤ）、フィールドプログラマブルゲートアレ
イ（ＦＰＧＡ）、プロセッサ、コントローラ、マイクロコントローラ、マイクロプロセッ
サ、その他の電子ユニット、又はそれらの組み合わせ内に実装することができる。ソフト
ウェアの場合は、実装は、ここにおいて説明される機能を果たすモジュール（例えば、手
順、関数、等）を通じて行うことができる。ソフトウェアコードは、メモリユニットに格
納すること及びプロセッサ１２９０及び１２５０によって実行することができる。
【００９２】
　図１３は、１つ以上の態様と関係させて利用可能な複数の基地局（ＢＳ）１３１０（例
えば、無線アクセスポイント、無線通信装置）及び複数の端末１３２０（ＡＴ）を有する
無線通信システム１３００を例示する。ＢＳ１３１０は、概して、端末と通信する固定局
であり、アクセスポイント、ノードＢ、又は何らかのその他の用語で呼ぶこともできる。
各ＢＳ１３１０は、図１３において１３０２ａ、１３０２ｂ、及び１３０２ｃのラベルが
付された３カ所の地理上のエリアとして例示される、特定の地理上のエリア又はカバレッ
ジエリアのための通信カバレッジを提供する。用語“セル”は、その用語が用いられる状
況に依存してＢＳ又はそれのカバレッジエリアを意味することができる。システム容量を
向上させるために、ＢＳの地理上のエリア／カバレッジエリアは、複数のより小さいエリ
ア（例えば、図１３のセル１３０２ａによる３つのより小さいエリア）１３０４ａ、１３
０４ｂ、及び１３０４ｃに分割することができる。各々のより小さいエリア（１３０４ａ
、１３０４ｂ、及び１３０４ｃ）は、各々のベーストランシーバサブシステム（ＢＴＳ）
によってサービスを提供することができる。用語“セクタ”は、その用語が用いられる状
況に依存してＢＴＳ又はそれのカバレッジエリアを意味することができる。セクタ化され
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たセルに関して、そのセルの全セクタのためのＢＴＳは、典型的には、そのセルのための
基地局内に共配置される。ここにおいて説明される送信技法は、セクタ化されたセルを有
するシステム及びセクタ化されないセルを有するシステムのために用いることができる。
簡略化を目的として、主題の説明では、別段の明記がない限り、用語“基地局”は、セル
にサービスを提供する固定局に加えてセクタにサービスを提供する固定局に関して概して
用いられる。
【００９３】
　端末１３２０は、典型的にはシステム全体に分散されており、及び各端末１３２０は固
定型又は移動型であることができる。端末１３２０は、移動局、ユーザ装置、ユーザデバ
イス、無線通信装置、アクセス端末、ユーザ端末又は何らかのその他の用語で呼ぶことも
できる。端末１３２０は、無線デバイス、携帯電話、パーソナルデジタルアシスタント（
ＰＤＡ）、無線モデムカード、等であることができる。各端末１３２０は、いずれかの所
定の時点においてダウンリンク（例えば、ＦＬ）及びアップリンク（例えば、ＲＬ）でゼ
ロの、１つの、又は複数のＢＳ１３１０と通信することができる。ダウンリンクは、基地
局から端末への通信リンクを意味し、アップリンクは、端末から基地局への通信リンクを
意味する。
【００９４】
　集中型アーキテクチャに関しては、システムコントローラ１３３０は、基地局１３１０
に結合し、ＢＳ１３１０のための調整及び制御を提供する。分散型アーキテクチャに関し
ては、ＢＳ１３１０は、（例えば、ＢＳ１３１０を通信可能な形で結合させる有線又は無
線バックホールネットワークを通じて）必要に応じて互いに通信することができる。順方
向リンクでのデータ送信は、順方向リンク又は通信システムによってサポートすることが
できる最大データレートで又は最大データレートの近くで１つのアクセスポイントから１
つのアクセス端末に対してしばしば生じる。順方向リンクの追加のチャネル（例えば、制
御チャネル）を複数のアクセスポイントから１つのアクセス端末に送信することができる
。逆方向リンクデータ通信は、１つのアクセス端末から１つ以上のアクセスポイントに対
して生じることができる。
【００９５】
　図１４は、様々な態様による、計画された又は半分計画された無線通信環境１４００の
例示である。無線通信環境１４００は、無線通信信号を受信する、互いに及び／又は１つ
以上のモバイルデバイス１４０４に送信する、繰り返す、等である１つ以上のセル及び／
又はセクタにおける１つ以上のＢＳ１４０２を備えることができる。例示されるように、
各ＢＳ１４０２は、１４０６ａ、１４０６ｂ、１４０６ｃ及び１４０６ｄのラベルが付さ
れた４つの地理上のエリアとして例示される、特定の地理上のエリアのための通信カバレ
ッジを提供することができる。当業者によって評価されることになるように、各ＢＳ１４
０２は、送信機チェーンと受信機チェーンとを備えることができ、それらの各々は、信号
の送信及び受信と関連づけられた複数のコンポーネント（例えば、プロセッサ、変調器、
マルチプレクサ、復調器、デマルチプレクサ、アンテナ、等、上記の図１３参照）を備え
ることができる。モバイルデバイス１４０４は、例えば、携帯電話、スマートフォン、ラ
ップトップ、ハンドヘルド通信デバイス、ハンドヘルド計算デバイス、衛星無線、全地球
測位システム、ＰＤＡ、又は無線通信環境１４００を通じて通信するためのその他の適切
なデバイスであることができる。無線通信環境１４００は、ここにおいて説明されるよう
に、混合された単一搬送波及び多搬送波のＵＬ送信を容易にするためにここにおいて説明
される様々な態様と関係させて使用することができる。
【００９６】
　主題の開示で用いられる場合において、用語“コンポーネント”、“システム”、“モ
ジュール”、等は、ハードウェア、ソフトウェア、実行中のソフトウェア、ファームウェ
ア、ミドルウェア、マイクロコード、及び／又はそれらのあらゆる組み合わせのいずれで
あるかにかかわらず、コンピュータに関連するエンティティを意味することが意図される
。例えば、モジュールは、プロセッサにおいて実行中のプロセス、プロセッサ、オブジェ
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クト、エクセキュータブル（executable）、実行スレッド、プログラム、デバイス、及び
／又はコンピュータであることができ、ただし、プロセッサにおいて実行中のプロセス、
プロセッサ、オブジェクト、エクセキュータブル、実行スレッド、プログラム、デバイス
、及び／又はコンピュータに限定されない。プロセス、又は実行スレッド内には１つ以上
のモジュールが常駐することができ、モジュールは、１つの電子デバイス上に局在化する
か又は２つ以上の電子デバイス間で分散させることができる。さらに、これらのモジュー
ルは、様々なデータ構造が格納されている様々なコンピュータによって読み取り可能な媒
体から実行可能である。これらのモジュールは、ローカル又は遠隔プロセスによって、例
えば１つ以上のデータパケット（例えば、ローカルシステム又は分散型システム内の他の
コンポーネントと対話中の１つのコンポーネントからのデータ、又はインターネット等の
ネットワークを通じて信号を用いてその他のシステムと対話中のコンポーネントからのデ
ータ）を有する信号に従って、通信することができる。さらに、当業者によって評価され
ることになるように、ここにおいて説明されるシステムのコンポーネント又はモジュール
は、ここに関して説明される様々な態様、目標、利点、等を達成させるのを容易にするた
めに再変更すること、又は追加のコンポーネント／モジュール／システムによって補完す
ることができ、及び、与えられた図に示される正確な構成に限定されない。 　　　　
　さらに、様々な態様がＵＥと関係させてここにおいて説明される。ＵＥは、システム、
加入者ユニット、加入者局、移動局、モバイル、モバイル通信デバイス、モバイルデバイ
ス、遠隔局、遠隔端末、アクセス端末（ＡＴ）、ユーザエージェント（ＵＡ）、ユーザデ
バイス、又はユーザ端末（ＵＥ）と呼ぶこともできる。加入者局は、携帯電話、コードレ
スフォン、セッション開始プロトコル（ＳＩＰ）フォン、ワイヤレスローカルループ（Ｗ
ＬＬ）局、パーソナルデジタルアシスタント（ＰＤＡ）、無線接続能力を有するハンドヘ
ルドデバイス、又は、処理デバイスとの無線通信を容易にする無線モデム又は類似の機構
に接続されたその他の処理デバイス、であることができる。
【００９７】
　１つ以上の典型的な実施形態において、説明される機能は、ハードウェア、ソフトウェ
ア、ファームウェア、ミドルウェア、マイクロコード、又はそれらのあらゆる適切な組み
合わせにおいて実装することができる。ソフトウェアにおいて実装される場合は、これら
の機能は、コンピュータによって読み取り可能な媒体において１つ以上の命令又は符号と
して格納すること又は１つ以上の命令又は符号として送信することができる。コンピュー
タによって読み取り可能な媒体は、コンピュータ記憶媒体と、１つの場所から他へのコン
ピュータプログラムの転送を容易にするあらゆる媒体を含む通信媒体と、の両方を含む。
記憶媒体は、コンピュータによってアクセス可能なあらゆる物理的媒体であることができ
る。一例として、及び限定することなしに、該コンピュータ記憶媒体は、ＲＡＭ、ＲＯＭ
、ＥＥＰＲＯＭ、ＣＤ－ＲＯＭ又はその他の光学ディスク記憶装置、磁気ディスク記憶装
置又はその他の磁気記憶装置、スマートカード、及びフラッシュメモリデバイス（例えば
、カード、スティック、キードライブ、等）、又は、命令又はデータ構造の形態で希望さ
れるプログラムコードを搬送又は格納するために用いることができ及びコンピュータによ
ってアクセス可能であるその他の媒体、を備えることができる。例えば、ソフトウェアが
、同軸ケーブル、光ファイバケーブル、より対線、デジタル加入者ライン（ＤＳＬ）、又
は無線技術、例えば、赤外線、無線、及びマイクロ波、を用いてウェブサイト、サーバ、
又はその他の遠隔ソースから送信される場合は、該同軸ケーブル、光ファイバケーブル、
より対線、ＤＳＬ、又は無線技術、例えば赤外線、無線、及びマイクロ波、は、媒体の定
義の中に含まれる。ここにおいて用いられるときのディスク（ｄｉｓｋ及びｄｉｓｃ）は
、コンパクトディスク（ＣＤ）（ｄｉｓｃ）と、レーザディスク（ｄｉｓｃ）と、光ディ
スク（ｄｉｓｃ）と、デジタルバーサタイルディスク（ＤＶＤ）（ｄｉｓｃ）と、フロッ
ピー（登録商標）ディスク（ｄｉｓｋ）と、ブルーレイディスク（ｄｉｓｃ）と、を含み
、ここで、ｄｉｓｋは、通常は磁気的にデータを複製し、ｄｉｓｃは、レーザを用いて光
学的にデータを複製する。上記の組合せも、コンピュータによって読み取り可能な媒体の
適用範囲に含められるべきである。
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【００９８】
　ハードウェア実装の場合は、ここにおいて開示される態様と関係させて説明される処理
ユニットの様々な例示的な論理、論理ブロック、モジュール、及び回路は、ここにおいて
説明される機能を果たすように設計された１つ以上のＡＳＩＣ、ＤＳＰ、ＤＳＰＤ、ＰＬ
Ｄ、ＦＰＧＡ、ディスクリートゲートロジック、ディスクリートトランジスタロジック、
ディスクリートハードウェアコンポーネント、汎用プロセッサ、コントローラ、マイクロ
コントローラ、マイクロプロセッサ、その他の電子ユニット、又はそれらの組み合わせ、
内において実装又は実行することが可能である。汎用プロセッサは、マイクロプロセッサ
であることができるが、代替においては、プロセッサは、どのような従来のプロセッサ、
コントローラ、マイクロコントローラ、又はステートマシンであってもよい。プロセッサ
は、計算デバイスの組合せ、例えば、ＤＳＰと、１つのマイクロプロセッサとの組合せ、
複数のマイクロプロセッサとの組合せ、ＤＳＰコアと関連する１つ以上のマイクロプロセ
ッサとの組合せ、又はその他のあらゆる適切な構成、として実装することも可能である。
さらに、少なくとも１つのプロセッサは、ここにおいて説明されるステップ及び／又は動
作のうちの１つ以上を実行するために動作可能な１つ以上のモジュールを備えることが可
能である。
【００９９】
　さらに、ここにおいて説明される様々な態様又は特徴は、標準的なプログラミング及び
／又はエンジニアリング技法を用いて方法、装置、又は製造品として実装することができ
る。さらに、ここにおいて開示される態様と関係させて説明される方法又はアルゴリズム
のステップ及び／又は動作は、直接ハードウェア内において、プロセッサによって実行さ
れるソフトウェアモジュール内において、又はこれらの２つの組み合わせ内において具現
化することが可能である。さらに、幾つかの態様においては、方法又はアルゴリズムのス
テップ又は動作は、コンピュータプログラム製品内に組み入れることが可能な機械によっ
て読み取り可能な媒体、又はコンピュータによって読み取り可能な媒体上において少なく
とも１つの符号又は命令、符号又は命令のあらゆる組み合わせ又はあらゆる組として常駐
可能である。ここにおいて用いられる場合における用語“製造品”は、あらゆる適切なコ
ンピュータによって読み取り可能なデバイス又は媒体からアクセス可能なコンピュータプ
ログラムを包含することが意図される。
【０１００】
　さらに、語句“典型的な”は、１つの例、事例、又は実例を提供することを意味するた
めにここにおいて用いられる。ここにおいて“典型的な”として説明されるいずれの態様
又は設計も、その他の態様又は設計よりも好ましい又は有利であるとは必ずしも解釈され
るべきではない。むしろ、語句典型的なの使用は、具体的な形で概念を提示することが意
図される。この出願において用いられる場合において、語句“又は”は、排他的“又は”
ではなく包含的“又は”を意味することが意図される。すなわち、その他の規定がない限
り、又は文脈から明らかでない限り、“Ｘは、Ａ又はＢを使用する”は、自然の包含的置
換のうちのいずれかを意味することが意図される。すなわち、ＸがＡを使用する、ＸがＢ
を使用する、又はＸがＡ及びＢの両方を使用する場合は、“Ｘは、Ａ又はＢを使用する”
は、上記の事例のいずれにおいても満たされる。さらに、この出願及び添付される請求項
において用いられる冠詞“ａ（１つの）”又は“ａｎ（１つの）”は、その他の規定がな
い限り又は単数形であることが示されることが文脈から明らかでない限り、“１つ以上”
を意味すると概して解釈されるべきである。
【０１０１】
　さらに、ここにおいて用いられる場合において、用語“推論する”又は“推論”は、概
して、システム、環境、又はユーザの状態をイベント、又はデータを介して取得された一
組の観察事項から推量するか又は推論するプロセスを指す。推論は、特定の状況又は行動
を識別するために使用することができるか、又は例えば状態に関する確率分布を生成する
ことができる。推論は、確率論的、すなわち、データ及びイベントの考慮に基づいた対象
状態に関する確率分布の計算、であることができる。推論は、より高いレベルのイベント
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を一組のイベント、又はデータから組み立てるために用いられる技法を指すこともできる
。該推論の結果として、新しいイベント又は行動が一組の観察されたイベント及び／又は
格納されたイベントデータから構築されることになり、これらのイベントが時間的に接近
した形で相互に関連しているかどうか、及びこれらのイベント及びデータが１つ又は幾つ
かのイベント及びデータ源からのものであるかどうかを問わない。
【０１０２】
　上述されていることは、請求される主題の態様の例を含む。当然のことであるが、請求
される主題を説明することを目的としてコンポーネント又は方法のあらゆる考えられる組
み合わせを説明することは可能ではないが、開示される主題の数多くのさらなる組み合わ
せ及び置換が可能であることを当業者は認識するであろう。従って、開示される主題は、
添付された請求項の精神及び適用範囲内にあるあらゆる該変更、修正及び変形を包含する
ことが意図される。さらに、表現“含む”、“有する”又は“有している”は、詳細な発
明を実施するための形態又は請求項において用いられる限りにおいて、該表現は、“備え
る”という表現が請求項において移行語として使用されたときの解釈と同様の包含性を有
することが意図される。
　以下に、本願の出願当初請求項に記載された発明を付記する。
［Ｃ１］
　第３世代パートナーシッププロジェクトロングタームエボリューションアドバンスト（
３ＧＰＰ　ＬＴＥ－Ａ）無線システムを含む無線通信方法であって、
　制御情報の送信のために無線サブフレームの物理アップリンク制御チャネル（ＰＵＣＣ
Ｈ）リソースを設定することと、
　データ情報の送信のために前記無線サブフレームの物理アップリンク共有チャネル（Ｐ
ＵＳＣＨ）リソースをスケジューリングすることと、
　無線サブフレームのためのＰＵＳＣＨリソースでデータ情報を送信するためにモバイル
デバイスの集団の第１の部分組をスケジューリングすることであって、前記第１の部分組
は、前記無線サブフレームのための前記ＰＵＣＣＨリソースで制御情報を同じく送信する
ことと、
　前記無線サブフレームのための前記ＰＵＳＣＨリソースのみでデータ情報を送信するた
めにモバイルデバイスの前記集団の第２の部分組をスケジューリングすることであって、
前記第２の部分組は、前記無線サブフレームのための前記ＰＵＳＣＨリソースで制御情報
を同じく送信することと、とを備える、第３世代パートナーシッププロジェクトロングタ
ームエボリューションアドバンスト（３ＧＰＰ　ＬＴＥ－Ａ）無線システムを含む無線通
信方法。
［Ｃ２］
　モバイルデバイスの前記集団の前記第１の部分組のための別々の及び隣接するアップリ
ンク（ＵＬ）周波数リソースに前記ＰＵＳＣＨリソース及び前記ＰＵＣＣＨリソースを割
り当てることをさらに備える上記［Ｃ１］に記載の方法。
［Ｃ３］
　モバイルデバイスの前記集団の前記第２の部分組に関する単一搬送波制約を満たすため
にデータ情報又は制御情報のいずれかの送信のために共通のＵＬ信号時間フレーム内でＵ
Ｌ周波数リソースの単一の隣接ブロックを割り当てることをさらに備える上記［Ｃ１］に
記載の方法。
［Ｃ４］
　モバイルデバイスの前記集団の前記第２の部分組に関する単一搬送波制約を満たすため
にデータ情報及び制御情報の両方の送信のために共通のＵＬ信号時間フレーム内でＵＬ周
波数リソースの単一の隣接ブロックを割り当てることをさらに備える上記［Ｃ１］に記載
の方法。
［Ｃ５］
　前記ＰＵＳＣＨリソースにおける前記データ情報のための電力設定よりも前記ＰＵＣＣ
Ｈリソースにおける前記制御情報のための電力設定を優先させることをさらに備える上記
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［Ｃ１］に記載の方法。
［Ｃ６］
　前記電力設定を前記優先させることは、前記ＬＴＥ－Ａ無線システムの単一サブフレー
ムでの前記制御情報及び前記データ情報の送信に適用される上記［Ｃ５］に記載の方法。
［Ｃ７］
　前記電力設定を優先させることは、前記制御情報のためのベースライン送信電力及びオ
フセット送信電力を指定することをさらに備える上記［Ｃ５］に記載の方法。
［Ｃ８］
　前記電力設定を優先させることは、前記データ情報のためのベースライン送信電力及び
オフセット送信電力を指定することをさらに備える上記［Ｃ５］に記載の方法。
［Ｃ９］
　モバイルデバイスの前記集団の前記第１の部分組に関するＵＬ送信電力制約を特定する
ことをさらに備える上記［Ｃ１］に記載の方法。
［Ｃ１０］
　前記ＵＬ送信電力制約を満たすために前記制御情報に送信電力優先権を与えることをさ
らに備える上記［Ｃ９］に記載の方法。
［Ｃ１１］
　前記ＵＬ送信電力制約を満たすために前記データ情報に送信電力優先権を与えることを
さらに備える上記［Ｃ９］に記載の方法。
［Ｃ１２］
　周波数分割多元接続アップリンク無線通信（ＦＤＭＡ　ＵＬ無線通信）のために構成さ
れた装置であって、
　地理上のカバレッジエリア内で無線信号を送信及び受信するための通信インタフェース
と、
　前記ＦＤＭＡ　ＵＬ無線通信のために選択的単一搬送波及び多搬送波送信を提供するよ
うに設定された命令を格納するためのメモリと、
　前記命令を実装するモジュールを実行するためのデータプロセッサと、を備え、前記モ
ジュールは、
　　単一搬送波ＵＬ送信に限定される前記装置によってサービスが提供されるモバイルデ
バイスの第１の部分組及び少なくとも多搬送波ＵＬ送信のために構成された前記モバイル
デバイスの第２の部分組を特定する解析モジュールと、
　　モバイルデバイスの前記第１の部分組及び前記モバイルデバイスの前記第２の部分組
の単一搬送波及び多搬送波送信能力にそれぞれ基づいて前記モバイルデバイスの前記組の
ためのＵＬリソースを割り当てるスケジューリングモジュールと、を備える、周波数分割
多元接続アップリンク無線通信（ＦＤＭＡ　ＵＬ無線通信）のために構成された装置。
［Ｃ１３］
　前記モバイルデバイスの前記第２の部分組のモバイルデバイスのＵＬ送信のためのＵＬ
送信電力を指定する電力割り当てモジュールをさらに備える上記［Ｃ１２］に記載の装置
。
［Ｃ１４］
　前記電力割り当てモジュールは、前記ＵＬ送信が単一搬送波方式で送信される場合は第
１のＵＬ送信電力値及び前記ＵＬ送信が多搬送波方式で送信される場合は第２のＵＬ送信
電力値を指定する上記［Ｃ１３］に記載の装置。
［Ｃ１５］
　前記第２のＵＬ送信電力値は、データ送信電力値と、制御送信電力値と、を備える上記
［Ｃ１４］に記載の装置。
［Ｃ１６］
　前記データ送信電力値は、前記ＵＬ送信のデータ部に適用され、前記制御送信電力値は
、前記ＵＬ送信の制御部に適用され、さらに、前記データ送信電力値は、前記制御送信電
力値と異なり、及び、前記データ部及び前記制御部は同時並行して送信される上記［Ｃ１
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５］に記載の装置。
［Ｃ１７］
　前記モバイルデバイスによって送信された多搬送波トラフィックの部分組のための優先
権を設定する優先度モジュールをさらに備える上記［Ｃ１３］に記載の装置。
［Ｃ１８］
　多搬送波トラフィックの前記部分組は、多搬送波トラフィックの制御部又はデータ部を
備える上記［Ｃ１７］に記載の装置。
［Ｃ１９］
　前記優先権は、前記制御部及び前記データ部が多搬送波送信として同時並行してではな
く別々の単一搬送波ＵＬ送信として送信されるべきであること、及び、前記制御部が前記
データ部の前に送信されるべきであることを示す上記［Ｃ１８］に記載の装置。
［Ｃ２０］
　前記優先権は、多搬送波トラフィックの制御部及びデータ部の目標送信電力又は送信電
力比を備える上記［Ｃ１７］に記載の装置。
［Ｃ２１］
　前記優先権は、前記モバイルデバイスが最大送信電力に制約される場合は前記多搬送波
トラフィックの制御部のための目標送信電力を設定し、さらに、前記優先権は、前記デー
タトラフィックが前記最大送信電力と前記目標送信電力の差に等しい電力で送信されるべ
きであることを示す上記［Ｃ１７］に記載の装置。
［Ｃ２２］
　前記解析モジュールは、前記モバイルデバイスの前記第１の部分組のＵＬ送信能力及び
前記モバイルデバイスの前記第２の部分組のＵＬ送信能力を入手し、及び、
　前記スケジューリングモジュールは、モバイルデバイスの前記第１の部分組を単一搬送
波ＵＬ送信に制約し及び前記モバイルデバイスの前記第２の部分組のための単一搬送波又
は多搬送波ＵＬ送信を容易にする各々のＵＬ送信能力に基づいて前記モバイルデバイスの
前記組のためのＵＬリソーススケジュールを生成する上記［Ｃ１２］に記載の装置。
［Ｃ２３］
　周波数分割多元接続アップリンクを含む無線通信のために構成された装置であって、
　モバイルデバイスの集団のためのアップリンク（ＵＬ）送信スケジュールを生成するた
めの手段と、
　モバイルデバイスの前記集団にダウンリンクで前記ＵＬ送信スケジュールを送信するた
めの手段と、を備え、前記プロセッサは、単一搬送波制約に基づいてモバイルデバイスの
前記集団の第１の部分組にＵＬリソースを割り当て、さらに、前記プロセッサは、前記単
一搬送波制約を有さないモバイルデバイスの前記集団の第２の部分組にＵＬリソースを割
り当てる、周波数分割多元接続アップリンクを含む無線通信のために構成された装置。
［Ｃ２４］
　周波数分割多元接続アップリンクシステムにおける無線通信のために構成された少なく
とも１つのプロセッサであって、
　モバイルデバイスの集団のためのアップリンク（ＵＬ）送信スケジュールを生成するモ
ジュールと、
　モバイルデバイスの前記集団にダウンリンクで前記ＵＬ送信スケジュールを送信するモ
ジュールと、を備え、前記プロセッサは、単一搬送波制約に基づいてモバイルデバイスの
前記集団の第１の部分組にＵＬリソースを割り当て、さらに、前記プロセッサは、前記単
一搬送波制約を有さないモバイルデバイスの前記集団の第２の部分組にＵＬリソースを割
り当てる、周波数分割多元接続アップリンクシステムにおける無線通信のために構成され
た少なくとも１つのプロセッサ。
［Ｃ２５］
　コンピュータプログラム製品であって、
　モバイルデバイスの集団のためのアップリンク（ＵＬ）送信スケジュールを生成するこ
とをコンピュータに行わせるための符号と、
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　モバイルデバイスの前記集団にダウンリンクで前記ＵＬ送信スケジュールを送信するこ
とを前記コンピュータに行わせるための符号と、を備え、前記プロセッサは、単一搬送波
制約に基づいてモバイルデバイスの前記集団の第１の部分組にＵＬリソースを割り当て、
さらに、前記プロセッサは、前記単一搬送波制約を有さないモバイルデバイスの前記集団
の第２の部分組にＵＬリソースを割り当てる、周波数分割多元接続アップリンクシステム
における無線通信のために構成されたコンピュータによって読み取り可能な媒体、を備え
る、コンピュータプログラム製品。
［Ｃ２６］
　周波数分割多元接続アップリンク（ＦＤＭＡ　ＵＬ）を採用する無線通信方法であって
、
　前記ＦＤＭＡ　ＵＬでのＵＬトラフィックの送信のための電力スケジュールを入手する
ことと、
　前記電力スケジュールにおいて指定される前記ＵＬトラフィックの１つの部分組に割り
当てられたトラフィック優先権により前記ＵＬトラフィックの各々の部分組のための送信
スケジュールを生成することと、
　前記送信スケジュールにより多搬送波ＵＬトラフィックを送信することと、を備える、
周波数分割多元接続アップリンク（ＦＤＭＡ　ＵＬ）を採用する無線通信方法。
［Ｃ２７］
　第３世代パートナーシッププロジェクトロングタームエボリューション無線通信システ
ムに実装された上記［Ｃ２６］に記載の方法。
［Ｃ２８］
　前記ＦＤＭＡ　ＵＬで同時並行して前記ＵＬトラフィックの各々の部分組を送信するこ
とをさらに備える上記［Ｃ２６］に記載の方法。
［Ｃ２９］
　同時並行して前記ＵＬトラフィックの各々の部分組を送信することは、共通の時間サブ
フレーム又は時間サブスロットで前記ＵＬトラフィックのデータ部及び前記ＵＬトラフィ
ックの制御部を送信することをさらに備える上記［Ｃ２８］に記載の方法。
［Ｃ３０］
　前記トラフィック優先権により前記ＵＬトラフィックの各々の部分組のための前記送信
スケジュールを生成することは、前記ＵＬトラフィックの制御部に関してより高い重要度
を設定することをさらに備える上記［Ｃ２６］に記載の方法。
［Ｃ３１］
　前記制御部に関して前記より高い重要度を設定することは、前記電力スケジュールから
目標送信電力を入手することと、前記制御部の送信のために前記目標送信電力を適用する
ことと、をさらに備える上記［Ｃ３０］に記載の方法。
［Ｃ３２］
　前記目標送信電力と送信電力制約の前記差から送信電力の残りを計算することと、前記
ＵＬトラフィックの非制御部に前記送信電力の残りを適用することと、をさらに備える上
記［Ｃ３１］に記載の方法。
［Ｃ３３］
　前記ＵＬトラフィックの前記制御部に関して前記より高い重要度を設定することは、前
記ＵＬトラフィックの前記制御部及び第２の部分を別々の単一搬送波送信として送信する
ことをさらに備える上記［Ｃ３０］に記載の方法。
［Ｃ３４］
　前記制御部を備える単一搬送波送信は、前記第２の部分を備える単一搬送波送信の前に
送信される上記［Ｃ３３］に記載の方法。
［Ｃ３５］
　前記ＵＬトラフィックを送信するために前記ＦＤＭＡ　ＵＬの全スペクトル帯域幅を使
用することをさらに備える上記［Ｃ２６］に記載の方法。
［Ｃ３６］
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　前記ＵＬトラフィックは、前記ＦＤＭＡ　ＵＬの単一のサブフレームで送信された制御
トラフィックとデータトラフィックとを備える上記［Ｃ３５］に記載の方法。
［Ｃ３７］
　第３世代パートナーシッププロジェクトロングタームエボリューション無線ネットワー
ク（ＬＴＥネットワーク）との無線通信のために構成された装置であって、
　アップリンクでＬＴＥネットワークに無線情報を送信し及びダウンリンクで前記ＬＴＥ
ネットワークから無線情報を受信するための無線トランシーバを採用する通信インタフェ
ースと、
　前記ＬＴＥネットワークとの多搬送波アップリンク送信を容易にすることに関する命令
を格納するためのメモリと、
　前記多搬送波アップリンク送信を実装するモジュールを実行するためのデータプロセッ
サと、を備え、前記モジュールは、
　　前記装置のために単一搬送波アップリンク送信と多搬送波アップリンク送信との間で
選択する調停モジュールと、
　　前記無線トランシーバによるアップリンク送信のための制御情報の組及びデータ情報
の組を特定し、及び、前記調停モジュールによって行われた選択に依存して、１つのサブ
フレームに、又は複数のサブフレームに、制御情報の前記組及びデータ情報の前記組を割
り当てるスケジューリングモジュールと、を備える、第３世代パートナーシッププロジェ
クトロングタームエボリューション無線ネットワーク（ＬＴＥネットワーク）との無線通
信のために構成された装置。
［Ｃ３８］
　制御情報の前記組及びデータ情報の前記組に各々のアップリンク送信電力を割り当てる
電力モジュールをさらに備える上記［Ｃ３７］に記載の装置。
［Ｃ３９］
　制御情報の前記組のための制御送信電力を設定する第１の電力制御ループと、データ情
報の前記組のためのデータ送信電力を設定する第２の電力制御ループと、をさらに備える
上記［Ｃ３８］に記載の装置。
［Ｃ４０］
　前記第１の電力制御ループ及び前記第２の電力制御ループは、電力損失推定のために開
ループコンポーネントを採用し、及び各々のベース送信電力を生成するために各々の閉ル
ープコンポーネントを採用する上記［Ｃ３９］に記載の装置。
［Ｃ４１］
　前記開ループコンポーネントは、前記無線トランシーバでの受信電力損失を推定し及び
前記装置と前記ＬＴＥネットワークとの間での電力損失を補償するためのアップリンク電
力オフセットを生成し、
　前記電力モジュールは、前記ＬＴＥネットワークから入手された各々のデータ及び制御
電力コマンドからベースデータ送信電力及びベース制御送信電力を復号し、及び
　前記第１の電力制御ループは、前記制御送信電力を導き出すために前記アップリンク電
力オフセットを第１の閉ループコンポーネントによって生成された前記ベース制御送信電
力と結合させ、及び、前記第２の電力制御ループは、前記データ送信電力を導き出すため
に前記アップリンク電力オフセット及び第２の閉ループコンポーネントによって生成され
た前記ベースデータ送信電力を結合させる上記［Ｃ４０］に記載の装置。
［Ｃ４２］
　前記電力モジュールは、前記ＬＴＥネットワークによって提供された電力制約及び相対
的優先権から前記各々のアップリンク送信電力の各々の値を決定する上記［Ｃ３８］に記
載の装置。
［Ｃ４３］
　前記電力モジュールは、
　前記相対的優先権に基づいて制御情報の前記組又はデータ情報の前記組を優先送信とし
て設定し、
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　前記優先送信のために指定された最小送信電力を特定し、
　前記優先送信に前記最小送信電力を割り当て、及び、非優先送信に前記最小送信電力と
前記電力制約の差を割り当てる上記［Ｃ４２］に記載の装置。
［Ｃ４４］
　前記スケジューリングモジュールは、制御及びデータトラフィックに割り当てられるア
ップリンクサブフレーム又はサブスロットのスペクトル帯域幅全体に制御情報の前記組及
びデータ情報の前記組を割り当てる上記［Ｃ３７］に記載の装置。
［Ｃ４５］
　前記調停モジュールは、前記ＬＴＥネットワークからのコマンドに少なくとも部分的に
基づいて単一搬送波と多搬送波との間で選択する上記［Ｃ３７］に記載の装置。
［Ｃ４６］
　前記調停モジュールは、前記ＬＴＥネットワークによって設定された送信電力制約に少
なくとも部分的に基づいて単一搬送波と多搬送波との間で選択する上記［Ｃ３７］に記載
の装置。
［Ｃ４７］
　前記調停モジュールは、前記送信電力制約が目標制御送信電力又は最小データ送信電力
を許容しない場合は単一搬送波を選択し、さらに、前記スケジューリングモジュールは、
データ情報の前記組よりも優先される送信優先権を制御情報の前記組に与える上記［Ｃ４
６］に記載の装置。
［Ｃ４８］
　周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）アップリンクを採用する無線通信のための装置であっ
て、
　無線ネットワークからアップリンク電力制約を入手するための手段と、
　前記アップリンク電力制約に少なくとも部分的に基づいて単一搬送波アップリンク送信
と多搬送波アップリンク送信との間で選択するための手段と、
　前記装置によるアップリンク送信のために制御情報の組及びデータ情報の組を特定し、
多搬送波の選択に関しては１つのサブフレームに、又は単一搬送波の選択に関しては複数
のサブフレームに、制御情報の前記組及びデータ情報の前記組を割り当てるための手段と
、を備える、周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）アップリンクを採用する無線通信のための
装置。
［Ｃ４９］
　周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）アップリンクを利用する無線通信のために構成された
少なくとも１つのプロセッサであって、
　ＦＤＭＡネットワークからアップリンク電力制約を入手するモジュールと、
　前記アップリンク電力制約に少なくとも部分的に基づいて単一搬送波アップリンク送信
と多搬送波アップリンク送信との間で選択するモジュールと、
　アップリンク送信のために制御情報の組及びデータ情報の組を特定し、及び、多搬送波
の選択に関しては１つのサブフレームに、又は単一搬送波の選択に関しては複数のサブフ
レームに、制御情報の前記組及びデータ情報の前記組を割り当てるモジュールと、を備え
る、周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）アップリンクを利用する無線通信のために構成され
た少なくとも１つのプロセッサ。
［Ｃ５０］
　コンピュータプログラム製品であって、
　周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）ネットワークからアップリンク電力制約を入手するこ
とをコンピュータに行わせるための符号と、
　前記アップリンク電力制約に少なくとも部分的に基づいて単一搬送波アップリンク送信
と多搬送波アップリンク送信との間で選択することを前記コンピュータに行わせるための
符号と、
　アップリンク送信のための制御情報の組及びデータ情報の組を特定し、及び、多搬送波
の選択に関しては１つのサブフレームに、又は単一搬送波の選択に関しては複数のサブフ
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レームに、制御情報の前記組及びデータ情報の前記組を割り当てることを前記コンピュー
タに行わせるための符号と、を備える、周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）アップリンク無
線システムにおける無線通信のために構成されたコンピュータによって読み取り可能な媒
体、を備える、コンピュータプログラム製品。
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